
＜4-2 別紙：自治体訪問議事録＞ 
2019 年 9 月 10日 山口県議事録 
①来年度の肝臓総会：特別企画のご案内（可能であればご発表を） 
②職域に対する初回精密検査 
  保険者・産業衛生スタッフ向けに周知→保険者より健診医療機関へ 
   研究班より 
     周知方法：健診医療機関へポスター・案内にリーフレット同封 
          健診結果に同封等を知らせる 
     周知方法の確認（保険者・産業衛生スタッフへ周知方法確認、アンケート等） 
     無料検査でも約 5%が検査拒否→職域では、検査は申込制度、陽性結果の管理 
     場所、陽性者に対する対応を受検前に全員に告知する必要がある 
③相談件数： 
  山口県では委託業務に件数提出は必須ではなく、決まったホーマット無 
④自治体肝炎ウイルス検査数 
  件数は 7000件で安定 HBV0.5%, HCV0.2%（H29） 
    特定感染症検査事業が自治体肝炎ウイルス検査の 80%を占めるのは山口県のみ 
   →個人情報が県に集約され、肝炎対策先進県に 
    H30 も同様→HCVの陽性者が確実に減少！→肝炎対策は良好 
    研究班より 
      2014 年の検査数増加の原因は？ 
      2018 年の健康増進の陽性者（市町へ確認） 
      検査を受けた 1 年後でも陰性者の半分は、検査結果を覚えていない      
        →陰性者への結果報告が重複受検を減らす→陰性者へシール等配布は 
      陽性者：無料検診では 1/4 が受診中、1/3が陽性を知りながら受検、新規 1/5 
                   受診勧奨すれば陽性をしりながら受診しない人も半数が医療機関へ 
⑤follow up 
    問診時に follow up同意をえることで、受診勧奨が可能となり、堺市・さいたま市では 
  同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上→各年度の陽性者の受診確認率は 50%へ 
      研究班より 
       同意者変更の結果（保健所に実態調査→同意率・受診確認率・受診確認方法） 
⑤治療費助成 
  山口県は治療費助成件数が順調に減少しているも、H30 は停滞  
     研究班より 
       治療費助成を申請する陽性者の発見契機を聞くことが肝炎対策に重要→ 
       埼玉県では自治体健診陽性者の申請は数％！！→山口県も治療費助成件数 
       が減少しないなら申請者にアンケートを。   



 職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステ
ム   の開発・実用化に向けた研究班  自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up会議 at 長
野  
 
日時：２０１９年 10 月 4 日 （金） 10 時～１２時 

場所：長野県健康福祉部 保健・疾病対策課 感染症対策課 

〒380-8570 長野県長野市大字南長野宇幅下 692-2 

TEL ０26-235-7148   FAX 026-235-7170 

課長補佐 唐木 英司 様  担当係長 伊東 康浩 

 

①来年度の肝臓総会（5 月 21 日、22 日）：特別企画のご案内→可能であればご発表を、

是非とも御参加を 

②職域に対する初回精密検査 

  保険者・産業衛生スタッフ向けに周知→保険者より健診医療機関へ 

   研究班より 

     周知方法：健診医療機関へポスター・案内にリーフレット同封 

          健診結果に同封等を知らせる  研究班リーフレット（添付） 

     周知方法の確認（保険者・産業衛生スタッフへ周知方法確認、アンケート等） 

     無料検査でも約 5%が検査拒否→職域では、検査は申込制度、陽性結果の管理 

     場所、陽性者に対する対応を受検前に全員に告知する必要がある 

③相談件数： 

  長野県ではフォーマット有→来年度契約時に拠点病院から申請があれば、相談 

  支援システム内容で提出可能 

④自治体肝炎ウイルス検査数 

  老人保健事業では節目受検率：14％（9 万人） 節目外と併せ 12.5 万人 

   →全国と比較し、受検率は低く検査促進は必要な地域 

   →2006 年 HBV は 0.7%未満、HCV0.5%と全国へ意見より低い陽性率 

  健康増進事業では 2017 年までに約 15 万人受検、特定感染症検査事業は保健所のみ 

   →全国と同様に、2011～2015 まで検査数増加し 2016 から減少 

    （国の指針より 2011～は 5 歳毎の受検勧奨の影響あり） 

   →HBV は 0.3%,  HCV は 0.1% 

    研究班より 

      63 市町村で肝炎ウイルス検診施行、５町村では独自事業で施行（2p 参） 

      2017 年の HCV 陽性数増加は？ 

      2018 年の健康増進の陽性者（市町へ確認）、2019 年以降も検索を 

         → 可能であれば data をお送りくだされば幸いです。 



           （裏面あり） 

⑤follow up 

   問診時に follow up 同意をえることで、受診勧奨が可能となり、堺市・さいたま市では 

 同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上→各年度の陽性者の受診確認率は 50%へ 

    研究班より 

      同意書変更の促進（長野市、松本市などの大きな市） 

      健康増進事業で 95%→市町村肝炎対策部署との連携が重要→アンケート等  

                 にて受診確認率を！（添付 2） 

 

⑥その他 

     陽性者：無料検診では 1/4 が受診中、1/3 が陽性を知りながら受検、新規 1/5 

                   受診勧奨すれば陽性をしりながら受診しない人も半数が医療機関へ 

         →複数回受検者を減少させるためには 個別勧奨シールを作成 

検査を受けた 1 年後でも陰性者の半分は、検査結果を覚えていない      

         →非認識者受検を減らす→陰性者へシール等配布 

   

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム   
の開発・実用化に向けた研究班  自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up会議 at 福井  
 
日時：２０１９年 10 月１０日 （木） 14 時 30 分～１6 時 30 分 

場所：福井県健康福祉部 保健予防課 感染症対策グループ 

TEL 0776-20-0351  FAX ： 0776-20-0643 

参加者； 企画主査 五十嵐映子 様 主任 野路幸恵 様 肝炎情報センター 是永 

 

①来年度の肝臓総会（5 月 21 日、22 日）：特別企画のご案内→可能であればご発表を、

是非とも御参加を 

②自治体肝炎ウイルス検査数 

  老人保健事業では節目受検率：18％（2 万人） 節目外と併せ 2.9 万人 

  →全国と比較し、受検率は低く検査促進は必要な地域(2015 年の受検率は全国 5 位) 

  →2006 年 HBV は 1.0%、HCV0.8%と全国同様の陽性率 

  健康増進事業では 2017 年までに約 8 万人受検、 

特定感染症検査事業は委託医療機関が微増（特定の医療機関が受検促進） 

   →全国と同様に、2011～2015 まで検査数増加し 2016 から減少 

    （国の指針より 2011～は 5 歳毎の受検勧奨の影響あり） 

   →HBV は 0.6%,  HCV は 0.4%→0.2%と著減 

    研究班より 

      １７市町で肝炎ウイルス検診施行、福井を除く多くは集団検診、無料５市町 

      2018 年の健康増進の陽性者（市町へ確認）、2019 年以降も検索を 

         → 可能であれば data をお送りくだされば幸いです。 

 

③follow up 

   問診時に follow up 同意をえることで、受診勧奨が可能となり、堺市・さいたま市では 

 同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上→各年度の陽性者の受診確認率は 50%へ 

 県の問診票に受診確認すう旨の記載有も同意書欄に、follow up 同意記載はなく、紹介先 

 記載もなし 

    研究班より 

      県の同意書変更（同意と紹介先追記、問診欄を簡易へ）の促進→福井市などの

大きな市へ展開 

      健康増進事業で 90%→市町村肝炎対策部署との連携が重要→アンケート等  

                にて受診確認率調査を！（千葉県のアンケート票添付） 

 



             （裏面有） 

④啓発資材（CD でお渡し済） 

  研究班で変更可能、クリアファイルも数千部単位で提供可能 

 

⑤相談件数： 

  福井県では件数について様式がるか不明→来年度契約時に拠点病院から申請があれば、

相談支援システム内容で提出可能かどうか検討 

 

⑥職域に対する初回精密検査 

  保険者・産業衛生スタッフ向けに周知→保険者より健診医療機関へ 

  周知リーフレットは職域だけのものを作成しても、健診医療機関では使用何 

   研究班より 

     周知方法：健診医療機関へポスター・案内にリーフレット同封 

          健診結果に同封等を知らせる  研究班リーフレット（添付） 

     周知方法の確認（保険者・産業衛生スタッフへ周知方法確認、アンケート等） 

     無料検査でも約 5%が検査拒否→職域では、検査は申込制度、陽性結果の管理 

     場所、陽性者に対する対応を受検前に全員に告知する必要がある 

 

⑦その他 

     陽性者：無料検診では 1/4 が受診中、1/3 が陽性を知りながら受検、新規 1/5 

                   受診勧奨すれば陽性をしりながら受診しない人も半数が医療機関へ 

         →複数回受検者を減少させるためには 個別勧奨シールを作成 

検査を受けた 1 年後でも陰性者の半分は、検査結果を覚えていない      

         →非認識者受検を減らす→陰性者へシール等配布 

   

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム   
の開発・実用化に向けた研究班  自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up会議 at 茨城  
 
日時：２０１９年 10 月 17 日 （木） 13 時 30 分～１５時 30 分 

場所：茨城県保健福祉部 疾病対策課  

      〒310-8555  茨城県水戸市笠原町 978 番６ 

TEL 029-301-1111  FAX ：029-301-3239 

参加者；茨城県保健福祉部疾病対策課  （塙課長補佐、中原係長 他 2 名） 

肝炎情報センター 是永 

 

①来年度の肝臓総会（5 月 21 日、22 日）：特別企画のご案内→可能であればご発表を、

是非とも御参加を （11 月 20 日締切） 

②相談支援システム：昨年 7 月より 71 拠点病院で使用開始、研究班が作成し肝炎室が予

算を確保して、肝炎情報センターで運営→都道府県にも相談件数・内容を提出している地域

有→件数提出を相談支援システム様式に統一可能でしょうか→内容も拠点病院を共有を

（ID 付与可能） 

③茨城県自治体肝炎ウイルス検査数 

 老人保健事業節目受検率、受検数： 19％（1５万人）、節目外検診と併せて約 20  

万人が受検→全国と比較し、受検率は低く検診機会を拡大する地域 

→2006 年 HBV は 0.77%、HCV は 0.70%→陽性率は全国と比較して低い 

 も HBV/HCV 陽性率が同じ地域→減少傾向は全国同等 

 2010～2017 年までに HBV/HCV とも約 21 万件受検 

    →特定感染症検査事業は保健所のみ、95%以上健康増進事業、2016 年より減少 

     （県実施自体で検査が多いところは佐賀・山口→個人情報が受診・受療まで 

      突合可能→佐賀県では 50%受診確認率、山口県は受診確認無） 

    →2017 年 HBV0.41%、HCV0.30%→HBV 減少率が停滞、HCV は 2016 年 

より減少→2018 年度の検診 data をご提供可能でしょうか？ 

注：国の方針通り行うと、2011 年から検査上昇（2015 年まで）、2016 

年から減少、HCV に関しては著減している都市も（千葉市・市川市参照） 

 

    →44 市町村全てで肝炎ウイルス検診実施→9 市町村で医療機関委託も他は集団

検診で施行→各市町保健師により受診勧奨が重要 

→各市町によって肝炎対策がことなる（水戸市は検査増＋有料、土浦市は検査減

＋無料）も各市町の陽性者は 10 名前後→健康増進担当部署との連携 

    

                （裏面有） 



 ④フォローアップ（全国の状況） 

→問診時に follow up 同意をえることで、受診勧奨が可能となり、堺市・さいたま市

では同意率が 95%以上、受診確認率 50%以上、調査票を送付、反応しない陽性者

へ電話するパターン多い（様々な地域でも、受診確認率は 50～60%→努力目標） 

→問診票に検査結果＋紹介先（兼精密検査依頼状）に変更することで、検査医師に 

 受診状況が確認可能→問診票の変更を人口が多い都市（水戸、つくば、ひたちなか

等）以来 

→精密検査受診に同意する人のみ検査可能とうることで高い受診確認が可能（大阪） 

→事業前より受診確認をしている地域も多い（宮崎）→同意は初回精密の為の同意 

→拠点病院の肝 Co が受診確認（埼玉） 

  茨城県の受診確認率： 健康増進事業で 90%→市町村肝炎対策部署との連携が重要 

→フォローアップ現状調査を解析して市町村に feed backを 添付を使用することを 

ご検討頂けないでしょうか？ 

 

⑤啓発資材 

  研究班で変更可能、クリアファイルも数千部単位で提供可能→市町村へ提供を考慮 

  QR コードを用いたフォローアップ集計→使用のご検討 

 

⑥職域に対する初回精密検査 

  保険者・産業衛生スタッフ向けに周知→保険者より健診医療機関へ 

  周知リーフレットは職域だけのものを作成しても、健診医療機関では使用何 

   研究班より 

     周知方法：健診医療機関へポスター・案内にリーフレット同封 

          健診結果に同封等を知らせる  研究班リーフレット（添付） 

     周知方法の確認（保険者・産業衛生スタッフへ周知方法確認、アンケート等） 

     無料検査でも約 5%が検査拒否→職域肝炎検査では、検査は申込制度、陽性結 

果の管理場所、陽性者に対する対応を受検前に全員に告知する必要がある 

           

⑦その他 

     陽性者：無料検診では 1/4 が受診中、1/3 が陽性を知りながら受検、新規 1/5 

                   受診勧奨すれば陽性をしりながら受診しない人も半数が医療機関へ 

          陰性者: 検査を受けた 1 年後でも陰性者の半分は、検査結果を覚えていない 

         →複数回受検者を減少させることも検討課題（陰性結果の周知、陽性 

          非受診者（特に HBV）症例への干渉 

      

 



職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム   
の開発・実用化に向けた研究班  自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up会議 at 佐賀  
 
日時：２０１９年 10 月 21 日 （月） 10 時 30 分～１2 時 00 分 

場所：佐賀県健康福祉部 健康増進課 がん対策撲滅特別対策室 

      〒840-8570  佐賀県佐賀市城内 1 丁目 59 号 

TEL 0952-25-7491  FAX ：0952-25-7268 

参加者； 健康増進課 水町 智子 様 古川 修一 様 山内 朋加 様  

樋渡 由希 様 井手 英美 様 

     佐賀大学 磯田 先生 肝炎情報センター 是永 

 

①来年度の肝臓総会（5 月 21 日、22 日）：特別企画のご案内→可能であればご発表を、

是非とも御参加を 

②相談支援システム：昨年 7 月より 71 拠点病院で使用開始、研究班が作成し肝炎室が予

算を確保して、肝炎情報センターで運営→都道府県にも相談件数・内容を提出している地域

有→件数提出を相談支援システム様式に統一（佐賀県では件数提出無）→内容を拠点病院 

を共有を（ID 付与可能） 

③佐賀県自治体肝炎ウイルス検査数 

 老人保健事業節目受検率：HCV13％（1.1 万人）< HBV21%(1.7 万人) 

 老人保健事業受検数 ：HCV1.7 万人 < HBV2.6 万人             

    →全国と比較し、受検率は低 

→HBV 受検数が多い原因は？ 

   →2006 年に検査数増加（節目外検診急増の原因は？） 

    →2006 年 HBV は 1.76%、HCV は 3.2%→高い陽性率（特に HCV）・減少無  

    →2003～2006 年 独自事業 HBV2.5 万 HCV1.8 万受検→対象者は？ 

 2010～2017 年までに HBV/HCV とも約 12 万件受検 

    →2013 年検査数突出（プロモーション効果）、その後徐々に低下 

    →2017HBV0.67%、HCV0.45%と著減→2018 年度の data をご提供可能？ 

    →特定感染症検査事業が 70%（個別勧奨無、委託医療機関に一任、特定健診との

併用可能）→都道府県が実施主体でおこなう肝炎ウイルス検査は 5 万件程度（佐

賀県・山口県・大阪府で 50%を占める）→政令市がない地方公共団体で特定感

染症検査事業有意は佐賀県・山口県のみ 

    →特定感染症検査事業なかで協会けんぽ・組合健保の割合は抽出可能でしょうか？ 

    （受診確認率にある職域分類はどうやってされていますか）→協会けんぽでの     

これまでの検査数がわかると、現在のどのくらい受検済みか想定可能になります） 

    →健康増進事業は 20 市町で施行。17 市町で無料、集団検診が主(保健師活用要) 



      国の方針通り行うと、2011 年から検査上昇（2015 年まで）、2016 年から 

       減少、HCV に関しては著減している都市も（千葉市・市川市参照） 

 

 ④フォローアップ（全国の状況） 

→問診時に follow up 同意をえることで、受診勧奨が可能となり、堺市・さいたま市

では同意率が 95%以上、受診確認率 50%以上、調査票を送付、反応しない陽性者

へ電話するパターン多い（様々な地域でも、受診確認率は高くて 50～60%） 

→問診票に検査結果＋紹介先（兼精密検査依頼状）に変更することで、検査医師に 

 受診状況が確認可能→問診票の変更を進めている現状 

→精密検査受診に同意する人のみ検査可能とうることで高い受診確認が可能（大阪） 

→事業前より受診確認をしている地域も多い（宮崎）→同意は初回精密の為の同意 

→拠点病院の肝 Co が受診確認（埼玉） 

 佐賀県の受診確認率：特定感染症検査事業は精密検査申請数＋治療費助成数 

           健康増進事業は市町への調査（市町へ助成状況を feedback） 

           職域の判定は？ 

 

⑤その他 

     陽性者：無料検診では 1/4 が受診中、1/3 が陽性を知りながら受検、新規 1/5 

                   受診勧奨すれば陽性をしりながら受診しない人も半数が医療機関へ 

          陰性者: 検査を受けた 1 年後でも陰性者の半分は、検査結果を覚えていない 

         →複数回受検者を減少させることも検討課題 

     無料検査でも約 5～10%が検査拒否→職域では、検査は申込制度、陽性結果の

管理場所、陽性者に対する対応を受検前

に全員に告知する必要がある 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム   
の開発・実用化に向けた研究班  自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up会議 at 名古屋  
 
日時：２０１９年 10 月 24 日 （木） 14 時 00 分～１5 時 15 分 

場所：名古屋市健康福祉局健康部   

   〒460-8508  名古屋市中区三の丸三丁目 1 番 1 号 

TEL 052-972-2633   FAX  052-972-4203  

参加者； 名古屋市保健所長 浅井 清文 様  

名古屋市感染症対策室 黒田 あい 様  佐野 優香 様  

名古屋市立大 井上 貴子 様  肝炎情報センター 是永 

 

①名古屋市の肝炎検査・フォローアップ体制（名古屋市より） 

    ・特定感染症検査等事業、年齢制限無、個別受検勧奨無、1000 施設を越える委託

医療機関で受検可能 

・R 元年度より、問診票にフォローアップ同意書を備えることで、陽性者の約 80%    

 が同意。検査結果説明書・紹介状は別に作成 

    ・調査票送付時期は決定していない→（回答 1） 

    ・委託医療機関医師の教育が重要と考える 

    ・倫理的に陽性者を受診に結び付けることは重要だとわかるが、フォローアップは 

     県の事業であり、政令市が行うとの記載はない。（政令市には行う予算配分無） 

 

   回答１：調査票郵送日と受診確認方法（スライド 1,2） 

     陽性結果がわかってすぐに郵送しても、受診確認率はあがらない 

    好事例(政令市＋特定感染症検査等事業) 

     さいたま市：陽性者年間 150 名、 2016 年より受診確認開始 

問診票にフォローアップ同意を取得(95%同意) 

→陽性確認 4 か月後に調査票送付、1 か月待って返信がなければ電話にて受診   

確認（曜日・時間を変えて 3 回、保健師 1 名で対応） 

→陽性者の約 50%が専門医を受診 

堺市：陽性者年間 70 名  2017 年より受診確認開始 

指定医（専門医）受診確認(フォローアップ)に同意する市民のみ肝炎検査受検可

能→検査委託医療機関の医師が精密検査依頼用紙を陽性者に渡し、受診をする

と専門医が結果を市に報告する様式であるが、年間数枚しか返信無→受診確認

が出来ない陽性者に 6 か月後に調査票送付→1 か月待って返信がなければ電話

にて受診確認（曜日・時間を変えて 3 回、保健師 2 名＋事務員 2 名で対応）→

陽性者の 70%が専門医を受診 



いずれの市も、調査票の郵送だけでは 30～40％の返信しかなく、郵送のみで   

の専門医受診確認は困難とのこと 

 

回答 2: 検査委託先の医師（医師会）への対応 

医療機関が多くなるほど制度等の理解は浸透せず（検査委託先の医師も様々な

対応があり、事業説明、決められた様式を用いた専門医療機関紹介は厳しい） 

委託医療機関ごとの陽性者が少ないことも制度が浸透しない理由 

千葉県市原市（陽性者 30 名）ではフォローアップ同意有無の確認、検査結果説

明を陰性陽性に関わらず行わないと委託検査料を支払不可→陽性者の 50%の

専門医受診を確認 

→市原市医師会長は肝臓専門医で積極に取り組んだ結果 

受診確認を出来るだけ簡単にできる方法（案 受診確認が自治体担当者の人員不

足で困難な場合） 

問診票に同意書を一体化するだけではなく、検査結果説明（説明日も）＋受診先

（兼精密検査依頼状）を記載できる様式（3 枚複写）。可能であれば、指定医（専

門医療機関）からの返信用紙を市役所に送付するシステム。 

 メリット：検査委託医療機関の医師の煩雑を減らす。 

検査結果＋紹介先を記入させることで委託医療機関医師の義務が 

明確化。 

自動的に受診確認可能となるため、実施自治体担当者の負担軽減。 

最終的に名古屋市民の新規肝炎ウイルス感染撲滅へ 

政令市でフォローアップ事業を行う意義 

 事業に同意され、初回精密検査費用の支払いは都道府県であるが、個人情報を 

     もつ実施主体が受診確認を行っている。マンパワー不足の自治体が拠点病院や

県に委託して、陽性者フォローアップを行っている地域は有 

埼玉県→[県が実施主体の肝炎検査陽性者を拠点病院から受診勧奨]  

熊本県→[依頼があれば市町村で同意取得後、受診勧奨を県が行うことも可能] 

 委託医療機関で特定感染症検査等事業での検査を行うことは、平成 20 年に

開始 

 保健所機能の拡大で、健康増進事業で行う肝炎ウイルス検診を補うため（健康増 

進の肝炎ウイルス検診より 3000 円以上高額で、費用負担も国と実施主体で

1/2 ずつ） 

→感染予防目的に行っているが、名古屋市の HBV,HCV 陽性率は何れも高値 

減少するもここ 5 年停滞（全国では低下傾向） 

→検査を数多く行っても、陽性率が高く、陽性者を正しく専門医療機関に繋げる

ことが感染予防・撲滅へ 



参考 

②自治体肝炎ウイルス検査数 

 老人保健事業：HBV は 2004 年から 3 年間、HCV は独自事業 

 節目検診受検率：15％(2003 年～2005 年) 全国平均 27%（2002 年～5 年

間で 4.6 万人）→名古屋市は全国と比較し受検率が低く、検査促進が必要な地域  

   →2006 年の感染率 HBV1.04%、HCV1.72%と HCV 感染率が極めて高い 

    →2002 年の独自事業対象者は？（1.6 万人受検） 

 特定感染症検査等事業で肝炎ウイルス検診施行（data は 2010 年から） 

2014 年からは保健所での検査中止・委託医療機関 1016 施設のみで施行 

→2015 年の肝炎検査受検率 :愛知県は全国３５位 

→名古屋市の受検件数は政令市・中核市の 6%を占めるも近年減少（約 1 万件） 

→未受検者に対する個別受検勧奨(-)→複数回受検者の存在は否定できない 

→2017 年 HBV 0.５8％ HCV 0.61% と陽性率は停滞傾向 

（2018年HBV 0.63%, HCV 0.43%→HCVはやっと減少も全国平均より高値） 

（2019 年 HBV 0.43%, HCV 0.41%[4 か月間]） 

③来年度の肝臓総会（2020 年 5 月 21 日、22 日） 

：特別企画のご案内 

→可能であればご発表を、是非とも御参加を 

→井上貴子先生に相談を（多くの自治体の取り組みが確認出来ると思います） 

④follow up 事業 

    先進地域(佐賀・鳥取・岩手)でも陽性者の受診確認は 50～70% 

    陽性の場合、受診勧奨することを問診時に同意（フォローアップ）した上で検査を   

行ったところ、さいたま市・堺市：同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上 

   →調査票を郵送し、返信しない陽性者には電話で勧奨・一度受診確認して終了 

    返信する人は 30%前後のため、電話での勧奨が必要 

 

 福岡市：問診票に受診勧奨をする旨を記載 

→陽性者には初回精密検査の費用助成の為の同意書を送付 

 宮崎県：受診確認は 70-80%、初回精密検査の費用助成使用者は 10%未満 

 大阪府：陽性の場合、指定医療機関受診することを条件に肝炎ウイルス検査を施行 

→受診確認率 50% 

 →  フォローアップ事業への同意有無に関係なく受診確認（初回精密検査の費用助成

目的に受診する人は少ない）、年度陽性者の 50%の受診確認を目標とする 

 

 
 



職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム   
の開発・実用化に向けた研究班  自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up会議 at 愛知  
 
日時：２０１９年 10 月 24 日 （木） 16 時 00 分～１7 時 10 分 

場所：愛知県保健医療局健康医務部健康対策課   

〒460-8501 愛知県名古屋市中区三の丸三丁目 1 番 2 号  TEL 052-954-6626   

参加者； 課長補佐 大参 秀徳 様 主査 平山 達也 様 主事 大井 涼 様 

名古屋市立大 井上 貴子 様  肝炎情報センター 是永 

 

①来年度の肝臓総会（2020 年 5 月 21 日、22 日） 

：特別企画のご案内 

→可能であればご発表を、是非とも御参加を 

→井上貴子先生に相談を（多くの自治体の取り組みが確認出来ると思います） 

 

②相談支援システムの紹介とお願い 

   ：昨年 7 月より 71 拠点病院で使用開始、研究班が作成し肝炎室が予算を確保して、

肝炎情報センターで運営 

→都道府県にも相談件数・内容を提出している地域有（愛知県でも統一した様式・

４拠点病院で共通システム構築→件数・内容の提出を相談支援システム様式に統

一可能か？→（愛知県としては）内容を愛知県から要求をしていない・拠点病院で

統一した内容で提出可能なら、変更は可能（来年度から） 

→内容を拠点病院と共有を（ID 付与可能ですのでご検討ください） 

 

③自治体肝炎ウイルス検査数・陽性率 

 老人保健事業 肝炎ウイルス検診：HCV 陽性率が高い地域 

全国  節目受検率 27%  870 万件 2006 年 HBV1.04%  HCV 0.82% 

愛知  節目受検率31％  44万件   2006年 HBV0.79％ HCV 0.90%

＋独自 HBV6.6 万件 2006 年 0.88％  HCV 2.2 万件 2006 年 1.44% 

  独自事業の対象者は？  HBV と HCV の受検数の差は？ 

(参考 名古屋市 節目受検率 15％(03 年～05 年)  HBV1.04%、HCV1.72%) 

 現在の肝炎ウイルス検査状況: 2016～減少（2011～15 は 5 歳毎の勧奨有） 

全国 70%健康増進  年間 100 万件 2017 年 HBV0.64%  HCV0.33% 

愛知 70%健康増進 年間 4.5 万件 2017 年  HBV0.56%  HCV0.37% 

→愛知県 95%健康増進 年間 3.5 万件 2017 年  HBV0.55%  HCV0.37% 

→名古屋 100%特定感染 年間1万件  2017年 HBV0.58%  HCV0.61% 

     健康増進事業が main→市町が実施自体→follow up は県との連携が重要 



④follow up 事業（他地方公共団体の取り組み） 

   先進地域(佐賀・鳥取・岩手)でも陽性者の受診確認は 50～70% 

    陽性の場合、受診勧奨することを問診時に同意（フォローアップ）した上で検査を   

行ったところ、さいたま市・堺市：同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上 

   →調査票を郵送し、返信しない陽性者には電話で勧奨・一度受診確認して終了 

    返信する人は 30%前後のため、電話での勧奨が必要 

 福岡市：問診票に受診勧奨をする旨を記載 

→陽性者には初回精密検査の費用助成の為の同意書を送付 

 宮崎県：受診確認は 70-80%、初回精密検査の費用助成使用者は 10%未満 

 大阪府：陽性の場合、指定医療機関受診することを条件に肝炎ウイルス検査を施行 

→受診確認率 50% 

 →  フォローアップ事業への同意有無に関係なく受診確認（初回精密検査の費用助成

目的に受診する人は少ない）、年度陽性者の 50%の受診確認を目標とする 

   →  受診確認を簡略するために問診票に紹介先欄の記載を（検査医療機関に確認可能） 

 

⑤市町との連携（実態調査＋市町村会議） 

  千葉県・埼玉県ではファローアップ実態調査を行い、年 1 回市町村へ feed back 

  佐賀県・群馬県・福岡県等では毎年、市町に受診率は確認中 

  佐賀県では治療費助成申請者 data を市町村に feed back 

  現在、愛知県でも調査中  

   千葉県の肝炎ウイルス検診背景と実態調査（愛知県同様 54 市町村） 

    ・節目検診受検率 30%（愛知県同等）, 千葉市も受検率 46% 

      →老人保健事業で肝炎を促進した地域 HBV 

    ・2010～2017 

      千葉陽性率  HBV0.76→0.49%     HCV0.88-0.29% (千葉市込) 

      愛知陽性率  HBV0.68→0.55%     HCV0.71-0.43%（名古屋市込） 

     

・follow up 事業開始 80%市町村、予定無は 3 市町のみ 

    ・問診時同意は 2 市（同意 100%）、医師が説明を行うと同意率低下 

    ・follow up 事業始まる前から 22 市町村で受診確認施行（同意に関わらず受診 

      確認）→同意は初回精密検査申請のため 

    ・実態調査＋市町村会議を行うことで受診確認率上昇中(陽性者の 30%) 

    

 愛知県でも市町村へ、フォローアップ事業導入の有無にかかわらず、 

陽性者の精密検査受診勧奨・受診確認をするように説明をお願いします 

   市町村肝炎検査実態調査の結果を基に、受診確認の促進を 



職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム   
の開発・実用化に向けた研究班  自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up会議 at 栃木  
 
日時：２０１９年 1１月１４日 （木） 1４時 00 分～１7 時 00 分 

場所：栃木県保健福祉部健康増進課  〒320-8501  栃木県宇都宮市塙田 1－1－20 

TEL 028-623-3089   FAX  028-623-3920  

参加者； 主査 新井 和男 様 主任 布川 明日香 課長補佐 河野 浩之  

肝炎情報センター 是永 

紹介 

① 来年度の肝臓総会（2020 年 5 月 21 日、22 日） 

：特別企画のご案内→可能であればご発表を、是非とも御参加を 

 （11 月 29 日まで登録可能です！ https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/） 

② 相談支援システム紹介 

   ：拠点病院からの相談件数は毎年有→様式もなく、本システム内容で提出可能 

   ：栃木県にも ID 発行可能！ 拠点病院の相談内容把握に 

   （佐賀県は月 1 回県と拠点病院が会議、千葉県も 2 か月に 1 回当センターと会議） 

検討 

③ 節目・節目外検診時のウイルス検査数・陽性数(2002～2006) 

 栃木県老人保健事業：節目検診受検率 31％ HBV1%  HCV0.67% 

(全国: 受検率 27% HBV1%  HCV0.82%)→HCV はすでに低下傾向 

④ 栃木県肝炎ウイルス検査数・陽性数(2010～) 

 全国の陽性率 HBV0.63%  HCV0.33% 70%健康増進事業 (約 840 万件) 

 栃木県陽性率 HBV0.51%  HCV0.31%  90%以上健康増進事業 (15万件) 

HBV；全国より低下  HCV: 0.3%であまり変化せず 

県実施自体の特定感染検査事業(512 委託医療機関)は R2 から中止予定 

H30 年は、佐野市、日光市、大田原市で非受検者に個別勧奨開始受検数増加 

 

陽性率が下がらないのは？ → まだ非受検者が存在する 

市町ごとに受検数（できれば年代別に解析を） 

   （全国の推移） 

     2017 年から HCV 陽性率が激減している県、市有 

     千葉県も H29 年高齢者に受検促進、H30 年千葉市の非受検者勧奨で 

     H28～2 万件増加も陽性率は低下傾向 

     都市部では HBV のみ減少しない都市有 

⑤ 栃木県のファローアップ（医療機関受診確認） 

契機：ファローアップ事業展開が芳しくなく 2017 年より市町向けに担当者会議開始 

https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/


  （埼玉県、千葉県でも担当者会議開始、ファローアップについての調査実施は 

福岡県、愛知県、宮城県、宮崎県、佐賀県、群馬県、茨城県で施行） 

25 市町中 21 市町がファローアップ事業開始（2 町は陽性者０） 

→全市町で受診確認→陽性者約 70%の受診！ 

コメントでは保健師の訪問・指導が多くみられる（集団検診陽性者への意識が高い） 

確認：下記に健康増進事業を纏めました→宮崎県同様に受診確認も高く、同意率も高い県

になります 

 総陽性

者 

HBV  

陽性数 

HCV  

陽性数 
受診数 

受診     

確認率 
同意数 同意率 

初回    

精密数 

初回精

密検査

率 

2015 191 134 57 ? ? 54 28% 33 17% 

2016 131 83 48 ? ? 48 37% 31 24% 

2017 151 94 57 94 62% 56 37% 27 18% 

2018 216 136 80 152 70% 128 59% 38 18% 

担当者会議の data では初回精密 100 名（46％） 大田原・日光市が高い？ 

表３の 2016, 2017 陽性数が反転でしょうか？ 表７比較お願いします 

因みに厚労省 HP の data が下記です  

HBV  

(栃木県) 

特定感染 健康増進 特定感染陽性者 健康増進陽性者 

保健所 委託 40 歳 41 歳以上 保健所 委託 40 歳 41 歳以上 

2015 248 47 2842 19146 5 1 5 129 

2016 239 27 2603 13968 3 0 3 80 

2017 262 33 2748 15667 2 0 1 93 

更なる市町との連携 

 治療費助成を市町へ feedback(頑張っている保健師への) 

 大きな市での問診票や同意書の収集 

 日立市・大田原氏の受診確認方法はわかりますでしょうか？ 

 

④他都市の follow up 事業 

    先進地域(佐賀・鳥取・岩手)でも陽性者の受診確認は 50～70% 

    陽性の場合、受診勧奨することを問診時に同意（フォローアップ）した上で検査を   

行ったところ、さいたま市・堺市：同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上 

   →調査票を郵送し、返信しない陽性者には電話で勧奨・一度受診確認して終了 

    返信する人は 30%前後のため、電話での勧奨が必要 

 福岡市：問診票に受診勧奨をする旨を記載 

→陽性者には初回精密検査の費用助成の為の同意書を送付 

 宮崎県：受診確認は 70-80%、初回精密検査の費用助成使用者は 10%未満 



 大阪府：陽性の場合、指定医療機関受診することを条件に肝炎ウイルス検査を施行 

→受診確認率 50% 

 →  フォローアップ事業への同意有無に関係なく受診確認（初回精密検査の費用助成

目的に受診する人は少ない）、年度陽性者の 50%の受診確認を目標とする 

   →  受診確認を簡略するために、問診票に紹介先欄の記載を 

 

⑤その他 

     陽性者：無料検診では 1/4 が受診中、1/3 が陽性を知りながら受検、新規 1/5 

                   受診勧奨すれば陽性をしりながら受診しない人も半数が医療機関へ 

         →陽性を知りながら受検し、医療機関に受診しない人が存在 

          陰性者: 検査を受けた 1 年後でも陰性者の半分は、検査結果を覚えていない 

         →複数回受検者を減少させることも検討課題 

⑥質問 

     定期検査助成数 up： 治療費助成 1 万円の人に導入時に説明、 

                Follow up 同意を得て、診断書を省略 

     過去の陽性者：事業開始前の陽性者に研究班のリーフレット（たたけ、ひとつ） 

            や助成案をダイレクトメール風に送り、受診を促す 

            （千葉市では調査票・返信封筒を導入） 

     職域： 協会けんぽ：受検申込用紙が刷新されるため受検数 up が来年から期待 

         組合健保：基本的に肝炎ウイルス検査は option であり、事業所は積極 

              的はない。 

        →検査で、肝がん高リスクが見つけられること（１次予防） 

         治療は経口薬で肝がんが予防可能、仕事を休まなくて治療可 

         肝がんになると、早期でみつかっても３年で２０％が死亡 

         再発もしやすく、優秀な人材が失われ、費用負担も大きい 

⑦啓発資材 

     クリアファイル提供可能（検査医療機関に配布） 

     たたけ、ひとつも刷新：雛形 CD の ppt あり変更可能→当方でも修正可能 

     かんぞーちゃん等のリーフレットも提供可能 

     初回精密促進リーフレット 

 
 
 
 
 
 



職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム   
の開発・実用化に向けた研究班 自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up 会議 at 熊本(2 回目) 
 
日時：２０１９年１２月 02 日 （月） 15 時 00 分～１7 時 15 分 

場所：熊本県健康福祉部健康危機管理課 〒862-8570 熊本市中央区水前寺６－１８－１ 

TEL ０９６－３３３－２２４０   

参加者；課長補佐 山田 崇 様 主事 山田 謙頌 様 肝炎情報センター 是永 

欠席：熊本労災病院 部長 瀬戸山 博子 先生 

案内 

① 来年度の肝臓総会（2020 年 5 月 21 日、22 日＠大阪） 

：特別企画のご案内→可能であれば是非とも御参加を 会費 3000 円で聴衆可 

    （https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/） 

② 相談支援システム紹介 

   ：拠点病院からの相談件数の提出の義務化なし 

   ：熊本県にも ID 発行可能！ 拠点病院の相談内容把握や県も登録を 

   （ID 発行は一応、熊本大学にもご一報頂ければ幸いです） 

 

検討 

③ 節目・節目外検診時のウイルス検査数・陽性数(2002～2006) 

 熊本県老人保健事業：節目検診受検率 19.5％ HBV1.64%  HCV1.00% 

(全国: 受検率 27% HBV1%  HCV0.82%)→HCV はすでに低下傾向） 

HBV 高率を維持・HCV は低下傾向も全国より高率→更に検査が必要な地域 

④ 熊本県肝炎ウイルス検査数・陽性数(2010～) 陽性率は 2017 年度 

 全国の陽性率 HBV0.63%  HCV0.33% 70%健康増進事業 (約 840 万件) 

 熊本県陽性率 HBV0.94%  HCV0.86%  67%健康増進事業 (約 10 万件) 

（e-Stat）     HBV0.82%  HCV0.35%?? 

HBV；全国より高値 HCV: 全国同等（熊本市は高値） 

2011 年検査数増加も 2016 年より低下(2012～熊本市が特定感染検査へ) 

熊本市を除けは 95%以上健康増進事業、陽性者の 80%は健康増進 

H28 年 40 歳検診 HCV、H29 年 40 歳検診 HBV で陽性者が異常増加！ 

厚労省 HP と estat の dataに乖離有→estat の正しいとのこともその原因は？ 

→健康増進担当に再調査を、修正も視野に 

 

     3 万人以上の市町では、玉名・菊池・宇土・宇城・合志・大津の検査強化要 

     八代は 2016 年以降検査縮小・天草も検査推移が不明、陽性率も変動 

→健康増進担当と連携、非受検者には検査促進（がん検診とう同等に） 

https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/


 HBV e-Stat(熊本県正式 data) HBV 肝炎室 HP 

 件数 陽性者 陽性率 件数 陽性者 陽性率 

2010 5293 70 1.32% 4808 62 1.29% 

2011 17334 158 0.91% 16364 150 0.92% 

2012 11079 120 1.08% 8682 90 1.04% 

2013 11422 96 0.84% 9470 84 0.89% 

2014 10937 104 0.95% 10020 95 0.95% 

2015 12638 122 0.97% 10738 100 0.93% 

2016 7431 50 0.67% 6488 39 0.60% 

2017 7895 65 0.82% 6470 70 1.08% 

e-Stat の件数が多い、陽性率に変化なし、2017 年の健康増進課 data は？ 

 
 HCV e-Stat(熊本県正式 data) HCV 肝炎室 HP 

 件数 陽性者 陽性率 件数 陽性者 陽性率 

2010 5287 92 1.74% 4802 94 1.96% 

2011 17343 113 0.65% 16399 95 0.58% 

2012 11071 85 0.77% 8686 63 0.73% 

2013 11413 61 0.53% 9471 47 0.50% 

2014 10936 81 0.74% 10019 72 0.72% 

2015 12677 220 1.74% 10726 53 0.49% 

2016 7429 37 0.50% 6486 64 0.99% 

2017 7890 28 0.35% 6361 21 0.33% 

2015 年 氷川町 313 件中 159 名陽性？ 2016 年健康増進課 data は？ 

熊本県も熊本市を除き HCV は減少傾向か？ 

 

（全国の推移） 

     2017 年から HCV 陽性率が激減している県、市有 

     千葉県も H29 年高齢者に受検促進、H30 年千葉市の非受検者勧奨で 

     H28～2 万件増加も陽性率は低下傾向 

     都市部では HBV のみ減少しない都市有 

 

⑤ 熊本県のファローアップ（医療機関受診確認） 

  初回精密検査・定期検査助成のみ県で受診確認継続 

  熊本市、健康増進での受診確認状況は不明 

→健康増進担当にともに実態調査（千葉県の内容を添付） 

 埼玉県、愛知県、群馬県、栃木県等では毎年状況確認 



④他都市の follow up 事業 

   先進地域(佐賀・鳥取・岩手)でも陽性者の受診確認は 50～70% 

 政令市（陽性者も多く、受診確認作業が大変） 

   陽性の場合、受診勧奨することを問診時に同意（フォローアップ）した上で検査を   

行ったところ、さいたま市・堺市：同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上 

   →調査票を郵送し、返信しない陽性者には電話で勧奨・一度受診確認して終了 

    返信する人は 30%前後のため、電話での勧奨が必要 

 福岡市：問診票に受診勧奨をする旨を記載 

→陽性者には初回精密検査の費用助成の為の同意書を送付 

 都道県全体の取り組み 

 大阪府：陽性の場合、指定医療機関受診することを条件に肝炎ウイルス検査を施行 

→受診確認率 50% 

 →  フォローアップ事業への同意有無に関係なく受診確認（初回精密検査の費用助成

目的に受診する人は少ない）、年度陽性者の 50%の受診確認を目標とする 

   →  受診確認を簡略するために、問診票に紹介先欄の記載を 

  栃木県：初回精密検査に関わらず受診確認（宮崎県も） 

 総陽性

者 

HBV  

陽性数 

HCV  

陽性数 
受診数 

受診     

確認率 
同意数 同意率 

初回    

精密数 

初回精

密検査

率 

2015 191 134 57 ? ? 54 28% 33 17% 

2016 131 83 48 ? ? 48 37% 31 24% 

2017 151 94 57 94 62% 56 37% 27 18% 

2018 216 136 80 152 70% 128 59% 38 18% 

 

⑤その他 

     陽性者：無料検診では 1/4 が受診中、1/3 が陽性を知りながら受検、新規 1/5 

                   受診勧奨すれば陽性をしりながら受診しない人も半数が医療機関へ 

         →陽性を知りながら受検し、医療機関に受診しない人が存在 

          陰性者: 検査を受けた 1 年後でも陰性者の半分は、検査結果を覚えていない 

         →複数回受検者を減少させることも検討課題 

 

     初回精密検査促進リーフレット 

 
 
 
 



職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム   
の開発・実用化に向けた研究班 自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up 会議 at 岡崎 
 
日時：２０１９年１２月 09 日 （月） 9 時 30 分～１1 時 30 分 

場所：岡崎市保健所 健康増進課 〒444-8545 岡崎市若宮町 2 丁目 1－1 

TEL 0564-23-6179   

参加者；副課長 青山 政美 様 主任主査 酒井 理江 様 中根 邦彦 様 

正保健師 松本 佳奈 様 肝炎情報センター 是永 

案内 

① 来年度の肝臓総会（2020 年 5 月 21 日、22 日＠大阪） 

：特別企画のご案内→抄録登録ありがとうございました 

→可能であれば是非とも御参加を 会費 3000 円で聴衆可 

    （https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/） 

② 相談支援システム紹介 

   ：拠点病院からの相談件数の提出の義務化なし 

   ：岡崎市にも ID 発行可能！ 拠点病院の相談内容把握や 

岡崎市からの登録は如何でしょうか？ 

    （ID 発行は一応、拠点病院→名市大にもご一報頂ければ幸いです） 

 

検討 

③ 節目・節目外検診時のウイルス検査数・陽性数(2002～2006) 

 愛知県老人保健事業：  節目検診受検率 31％ HBV0.79%  HCV0.90% 

名古屋市老人保健事業：節目検診受検率 15％ HBV1.04%  HCV1.72% 

(全国: 受検率 27% HBV1%  HCV0.82%)→HCV はすでに低下傾向） 

HCV 高率を維持・名古屋市は更に検査が必要な地域 

④ 熊本県肝炎ウイルス検査数・陽性数(2010～) 陽性率は 2017 年度 

 全国の陽性率 HBV0.63%  HCV0.33% 70%健康増進事業 (約 840 万件) 

 愛知県陽性率 HBV0.55%  HCV0.37%  ９5 %健康増進事業(約 31.1 万件) 

名古屋市陽性率： 

（e-Stat）     HBV0.82%  HCV0.35%?? 

HBV；全国より高値 HCV: 全国同等（熊本市は高値） 

2011 年検査数増加も 2016 年より低下(2012～熊本市が特定感染検査へ) 

熊本市を除けは 95%以上健康増進事業、陽性者の 80%は健康増進 

H28 年 40 歳検診 HCV、H29 年 40 歳検診 HBV で陽性者が異常増加！ 

厚労省 HP と estat の dataに乖離有→estat の正しいとのこともその原因は？ 

→健康増進担当に再調査を、修正も視野に 

https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/


 

     3 万人以上の市町では、玉名・菊池・宇土・宇城・合志・大津の検査強化要 

     八代は 2016 年以降検査縮小・天草も検査推移が不明、陽性率も変動 

→健康増進担当と連携、非受検者には検査促進（がん検診とう同等に） 
 HBV e-Stat(熊本県正式 data) HBV 肝炎室 HP 

 件数 陽性者 陽性率 件数 陽性者 陽性率 

2010 5293 70 1.32% 4808 62 1.29% 

2011 17334 158 0.91% 16364 150 0.92% 

2012 11079 120 1.08% 8682 90 1.04% 

2013 11422 96 0.84% 9470 84 0.89% 

2014 10937 104 0.95% 10020 95 0.95% 

2015 12638 122 0.97% 10738 100 0.93% 

2016 7431 50 0.67% 6488 39 0.60% 

2017 7895 65 0.82% 6470 70 1.08% 

e-Stat の件数が多い、陽性率に変化なし、2017 年の健康増進課 data は？ 

 
 HCV e-Stat(熊本県正式 data) HCV 肝炎室 HP 

 件数 陽性者 陽性率 件数 陽性者 陽性率 

2010 5287 92 1.74% 4802 94 1.96% 

2011 17343 113 0.65% 16399 95 0.58% 

2012 11071 85 0.77% 8686 63 0.73% 

2013 11413 61 0.53% 9471 47 0.50% 

2014 10936 81 0.74% 10019 72 0.72% 

2015 12677 220 1.74% 10726 53 0.49% 

2016 7429 37 0.50% 6486 64 0.99% 

2017 7890 28 0.35% 6361 21 0.33% 

2015 年 氷川町 313 件中 159 名陽性？ 2016 年健康増進課 data は？ 

熊本県も熊本市を除き HCV は減少傾向か？ 

 

（全国の推移） 

     2017 年から HCV 陽性率が激減している県、市有 

     千葉県も H29 年高齢者に受検促進、H30 年千葉市の非受検者勧奨で 

     H28～2 万件増加も陽性率は低下傾向 

     都市部では HBV のみ減少しない都市有 

 

⑤ 熊本県のファローアップ（医療機関受診確認） 



  初回精密検査・定期検査助成のみ県で受診確認継続 

  熊本市、健康増進での受診確認状況は不明 

→健康増進担当にともに実態調査（千葉県の内容を添付） 

 埼玉県、愛知県、群馬県、栃木県等では毎年状況確認 

④他都市の follow up 事業 

   先進地域(佐賀・鳥取・岩手)でも陽性者の受診確認は 50～70% 

 政令市（陽性者も多く、受診確認作業が大変） 

   陽性の場合、受診勧奨することを問診時に同意（フォローアップ）した上で検査を   

行ったところ、さいたま市・堺市：同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上 

   →調査票を郵送し、返信しない陽性者には電話で勧奨・一度受診確認して終了 

    返信する人は 30%前後のため、電話での勧奨が必要 

 福岡市：問診票に受診勧奨をする旨を記載 

→陽性者には初回精密検査の費用助成の為の同意書を送付 

 都道県全体の取り組み 

 大阪府：陽性の場合、指定医療機関受診することを条件に肝炎ウイルス検査を施行 

→受診確認率 50% 

 →  フォローアップ事業への同意有無に関係なく受診確認（初回精密検査の費用助成

目的に受診する人は少ない）、年度陽性者の 50%の受診確認を目標とする 

   →  受診確認を簡略するために、問診票に紹介先欄の記載を 

  栃木県：初回精密検査に関わらず受診確認（宮崎県も） 

 総陽性

者 

HBV  

陽性数 

HCV  

陽性数 
受診数 

受診     

確認率 
同意数 同意率 

初回    

精密数 

初回精

密検査

率 

2015 191 134 57 ? ? 54 28% 33 17% 

2016 131 83 48 ? ? 48 37% 31 24% 

2017 151 94 57 94 62% 56 37% 27 18% 

2018 216 136 80 152 70% 128 59% 38 18% 

 

⑤その他 

     陽性者：無料検診では 1/4 が受診中、1/3 が陽性を知りながら受検、新規 1/5 

                   受診勧奨すれば陽性をしりながら受診しない人も半数が医療機関へ 

         →陽性を知りながら受検し、医療機関に受診しない人が存在 

          陰性者: 検査を受けた 1 年後でも陰性者の半分は、検査結果を覚えていない 

         →複数回受検者を減少させることも検討課題 

 

     初回精密検査促進リーフレット 



第 2 回職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシ
ステムの開発・実用化に向けた研究班 自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up会議 at 堺 
 
日時：２０１９年１２月２３日 （月） １４時 30 分～１６時 30 分 

場所：堺市健康福祉局 健康部 保健所 感染症対策課  

堺市堺区南瓦町３番１号 TEL：072－222－9933    

参加者；感染症対策課 皆様（5 名） 肝炎情報センター 是永 

 

案内 

① 来年度の肝臓総会（2020 年 5 月 21 日、22 日＠大阪国際会議場） 

：特別企画のご案内→可能であれば是非とも御参加を 会費 3000 円で聴衆可 

：自治体セッション 5 月 22 日 14 時 10 分～ (180 分) 

    （https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/） 

② 相談支援システム紹介 

   ：拠点病院からの相談件数の提出の義務化なし 

   ：堺市にも ID 発行可能！ 拠点病院の相談内容把握や 

堺市からの登録は如何でしょうか？ 

    （ID 発行は一応、拠点病院（大阪市大榎本先生）にご一報頂ければ幸いです） 

 

検討内容 

③ 堺市の受診確認率の現状 

  同意書変更（紹介先記載） 

  HBV 80%  HCV 66.8%が精検受診可能 

   30%が紹介先を記入も 記載しない医師が多い 

    →陽性者をどこに紹介したか、受診拒否を記載する様に徹底を 

    →上記により陽性者に電話をしなくても受診・非受診確認が容易に 

  

お願い：より詳細に受診確認状況をご教授頂けないでしょうか？精密検査票・郵送・電話の

確認数がそれぞれで（下記イメージです） 

HBV 精密検査票 郵送 電話 不明 

受診確認数 
    

紹介先記載有 
    

     

HCV 精密検査票 郵送 電話 不明 

受診確認数 
    

紹介先記載有 
    

https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/


④ 検査数 

特定感染検査事業→個別勧奨無、主に特定健診と同時に受検 

→大きな都市では、非受検者に勧奨（がん検診同様な取り組み）し再受検を抑制 

   →堺市も健康増進課と連携し検討を（千葉市、船橋市のサンプルをコピー） 

問診票（来年度も変更予定？） 

   →出来るだけシンプルに（過去の検査・妊婦・治療歴のみで十分では・佐賀県参） 

 

お願い：また新規の受検票ができましたらお送り頂ければ幸いです。 

    検査数の確認お願いします(肝炎室 HP) 2013 年の HCV 減少は？？ 

 

 

 

資料説明 

⑤ 大阪府 節目・節目外検診時のウイルス検査数・陽性数(2002～2006) 

 大阪府老人保健事業：  節目検診受検率 19％ HBV1.06%(3986 名)  

    HCV1.02%(4821 名) 

大阪市老人保健事業：節目検診受検率 32％ HBV1.10%(782 名)  

 HCV1.81%（1797 名） 

＋独自事業 で 8.6 万人受検 HBV1092 名 HCV 1916 名  

(全国: 受検率 27% HBV1%  HCV0.82%)→HCV はすでに低下傾向） 

大阪は HCV 高率を維持・堺市は 2006 年のみ data 不足・大阪市は検査促進市 

 

 

保健所 委託 40歳 41歳以上 保健所 委託 40歳 41歳以上
2010 199 8982 1 91 9181 92 1.00%
2011 149 8097 2 68 8246 70 0.85%
2012 105 7702 1 66 7807 67 0.86%
2013 138 7531 0 33 7669 33 0.43%
2014 351 7775 6 51 8126 57 0.70%
2015 233 6932 1 50 7165 51 0.71%
2016 233 6393 1 41 6626 42 0.63%
2017 208 5436 3 36 5644 39 0.69%

HCV
（堺市）

特定感染 健康増進
総健診数

特定感染陽性者 健康増進陽性者
総健診数

保健所 委託 40歳 41歳以上 保健所 委託 40歳 41歳以上
2010 199 8982 1 99 9181 100 1.09%
2011 149 8097 1 62 8246 63 0.76%
2012 105 7702 0 65 7807 65 0.83%
2013 138 7531 1 45 7669 46 0.60%
2014 351 7775 2 55 8126 57 0.70%
2015 232 6932 2 43 7164 45 0.63%
2016 233 6393 2 31 6626 33 0.50%
2017 208 5436 2 31 5644 33 0.58%

特定感染 健康増進HBV
（堺市）

総陽性率
健康増進陽性者

総健診数 総陽性数
特定感染陽性者



⑥ 大阪府肝炎ウイルス検査数・陽性数(2010～) 陽性率は 2017 年度 

 全国の陽性率 HBV0.63%  HCV0.33% 70%健康増進事業 

大阪府陽性率 HBV0.49%  HCV0.33%  75 %健康増進事業(約 3６万件) 

堺市陽性率：HBV0.58%  HCV0.69%  100 %特定感染症検査事業(約６万件) 

参考：大阪市陽性率：HBV0.54%  HCV0.41%  → HBV は保健所（HIV と併用）  

HCV は健康増進事業 件数も変動しており参考値 

    堺市はまだ全国的・大阪府内でも陽性率が高く、継続した検査→受診確認 

  体制の維持が必要 

 

（参考：全国の推移） 

   2017 年から HCV 陽性率が激減している県、市有（5 年毎の勧奨終了） 

   千葉県も H29 年高齢者に受検促進、H30 年千葉市の非受検者勧奨で 

    H28～2 万件増加も陽性率は低下傾向(HBV0.5% HCV0.29%) 

    都市部では HBV のみ減少しない都市有(外国人増加) 

 

   佐賀県：祖死亡率全国 1 位→20 年ぶりに 2 位 

    老人保健事業：受検率 1３%   HBV1.76%(2.7 万件)  HCV3.20%(1.7 万件) 

        201０年以降検査促進(12 万件) HBV0.67%         HCV0.45% 

        受診確認率：50～60%  

    検査施行少＋陽性率高→検査促進＋受診確認をしても 20 年必要 

    現在検査が少＋受診確認未は将来的に肝がん死亡率低下が抑制（熊本？鹿児島） 

 

⑦ 大阪のファローアップ（医療機関受診確認） 



大阪府のみならず、市町の健康増進事業でも約 50～60%の受診確認率 

全国的も高水準→事業前より受診確認することが周知徹底??（府に確認中） 

 

⑧他都市の follow up 事業 

 政令市（陽性者も多く、受診確認作業が大変） 

   陽性の場合、受診勧奨することを問診時に同意（フォローアップ）した上で検査を   

行ったところ、さいたま市：同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上 

   →調査票を郵送し、返信しない陽性者には電話で勧奨・一度受診確認して終了 

    返信する人は 30%前後のため、電話での勧奨が必要 

  福岡市：問診票に受診勧奨をする旨を記載 

→陽性者には初回精密検査の費用助成の為の同意書を送付 

 都道県全体の取り組み 

 大阪府：陽性の場合、指定医療機関受診することを条件に肝炎ウイルス検査を施行 

→受診確認率 50% 

   栃木県：初回精密検査に関わらず受診確認（宮崎県も） 

 総陽性

者 

HBV  

陽性数 

HCV  

陽性数 
受診数 

受診     

確認率 
同意数 同意率 

初回    

精密数 

初回精

密検査

率 

2015 191 134 57 ? ? 54 28% 33 17% 

2016 131 83 48 ? ? 48 37% 31 24% 

2017 151 94 57 94 62% 56 37% 27 18% 

2018 216 136 80 152 70% 128 59% 38 18% 

 

⑨その他(限られた資源で肝炎ウイルス対策を) 

     陽性者：無料検診では 1/4 が受診中、1/3 が陽性を知りながら受検、新規 1/5 

                   受診勧奨すれば陽性をしりながら受診しない人も半数が医療機関へ 

         →陽性を知りながら受検し、医療機関に受診しない人が存在 

          陰性者: 検査を受けた 1 年後でも陰性者の半分は、検査結果を覚えていない 

         →複数回受検者を減少させることも検討課題 

          受検シール等 

 

     初回精密検査促進リーフレット（添付） 

     大阪府の検査状況（次ページ） 

 

 

 



 

 
 



職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム
の開発・実用化に向けた研究班 自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up 会議 at 新潟 
 
日時：２０２０年０１月１６日 （木） １0 時３0 分～１2 時 30 分 

場所：〒950-8570 新潟市中央区新光町 4 番地 1 TEL 025-280-5200 

参加者；新潟県福祉保健部 健康対策課 感染対策係 

主任 菊田 玲 副参事 渡辺和仁 様 
新潟大学 薛 先生 
肝炎情報センター 是永 
 
お知らせ 
① 令和 2 年 5 月 22 日 大阪国際会議場 
  肝臓学会開催内容と参加について 
     （抄録登録の御礼） 
② 相談支援システムの紹介と ID 付与について 
③    令和 2 年度ブロック会議(10 月 30 日千葉駅) 
検討内容 
④    新潟県の検査数、陽性者数 
→老人保健事業時の市町村毎件数は存在しますか？ 
→平成 30 年度の件数がわかれば教えてください。 
→燕市が 40 歳のみの理由、十日町促進の要因等 
⑤   フォローアップ事業 
年間陽性者の受診確認数を 50％目標 
同意有無に関わらず受診確認を 
→市町陽性者を県保健所で受診確認 
(EXCEL で記載していますが確認お願いします) 
→市町で同意後、県でフォローアップする地域は殆どなし→把握しているのは熊本県

のみ→市町の多くは受診済症例に調査票ほ郵送せず 
⑥  職域肝炎検査促進 
新潟県は 25 万人（人口の 10%以上）が協会けんぽの健診を受検（千葉・埼玉同等） 
一部負担で受検可能(612 円→624円)で研究班で受検票を刷新して 3～8 倍に上昇 
協会けんぽ本部に働きかけ、本部自身が新規受検票を作成 
→初回精密検査＋職域肝炎促進事業を協会けんぽ新潟支部に周知 
→研究班受検票導入依頼もしくは来年度の受検票確認 
→年数回会議をおこない受検数、陽性者数の確認や陽性者の初回精密周知に 
 ついて検討 



 

 
 



第 1 回職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシ
ステムの開発・実用化に向けた研究班 自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up会議 at 広島市 
 
日時：２０２０年０１月２７日 （月） １5 時 30 分～１7 時 30 分 

場所：広島市健康福祉局 保健部 健康推進課  

〒730-8586 広島市中区国泰寺一丁目 6 番 34 号 

 TEL：082－504－２622    

参加者；感染症対策課 皆様（３名） 肝炎情報センター 是永 

 

案内 

① 来年度の肝臓総会（2020 年 5 月 21 日、22 日＠大阪国際会議場） 

：特別企画のご案内→可能であれば是非とも御参加を 会費 3000 円で聴衆可 

：自治体セッション 5 月 22 日 14 時 10 分～ (180 分) 

    （https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/） 

② 来年度ブロック会議のお知らせ（すでに案内有） 

    : 9 月 18 日午後 徳島市→広島市これまで参加が 1 回のみ 是非とも参加を 

     →政令市の声が必要ですのでご検討ください 

③ 相談支援システム紹介 

   ：今後広島市にも ID 発行可能！ 拠点病院の相談内容把握や回答難治例の検索 

ご希望があればご連絡ください 

     

検討内容 

④ 広島市の検査・陽性率状況 

   検査・フォローアップ部署が同じ課（予防係→検査 保健指導係→受診確認） 

   2002～2006 節目検診で 30%以上の受検率・HCV の陽性率の低下 

   2008～    特定感染検査事業（感染予防目的・委託医療機関で行う） 

           政令市で第 3 位の受検数（札幌市・横浜市） 

           広島県の陽性率と比較し HBV,HCV とも低率 

  →20 歳以上、非受検者への個別勧奨なし 医療機関で判断 2/3 が特定健診時施行 

委託数約 1500(医師会把握正確な数字は？) 

⑤ 広島市のフォローアップ状況 

    これまでに受診確認無  

H30 年度より県のフォローアップシステムに参加 

    県のフォローアップシステムに入らない人に受診確認（タイムラグ有） 

    39 名中、19 名の受診確認 非受診・無反応に再度に受診確認はしない方向 

（続く） 

https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/


確認事項 

  ① 2013 年の検査数増加の原因は？（特定感染検査事業のみなったことい著増） 

  ② 頂いた検査数・陽性者が肝炎室 HP と微妙に異なります。確認可能でしょうか

HBV: H24 年は保健所 582 名 陽性者が 6 名になり特定感染検査事業は 60 名陽性 

   頂いた data では 173 名 特定感染検査事業陽性は 54 名陽性 

   H27 年は 92 名陽性ですが、頂いた data は 89 名 

   H29 年は 60 名陽性ですが、頂いた data は 59 名 

 

HCV: H2２(2010)年は委託 10518 件 特定感染検査事業は 61 名陽性 

      頂いた data では 10590 件 特定感染検査事業は 60 名陽性 

   H23(2011)年は委託 8952 件 頂いた data では 9007 件  

H24(2012)年は保健所 582 名陽性者が 4 名  委託 8704 名 陽性 40 名(total44 名) 

頂いた data では保健所 176 名       委託 8462 名           total 40 名 

H25 以降はあっていますが 

H29(2017)年は頂いた data では 13487 件で 1 件多く、陽性者は 21 名で 1 件少ない 

 

 H29 の HCV は誤差や提出時期という可能性はありますが、他はかなり異なってい

ますのでご確認くだされば幸いです。 

 

（続く） 

保健所 委託 40歳 41歳以上 保健所 委託 40歳 41歳以上
2010 122 8743 13 235 0 60 0 3 9113 63 0.69%
2011 136 7574 18 297 0 55 0 6 8025 61 0.76%
2012 582 7654 28 554 6 54 0 6 8818 66 0.75%
2013 227 19013 0 0 1 89 0 0 19240 90 0.47%
2014 280 15918 0 0 1 91 0 0 16198 92 0.57%
2015 186 14682 0 0 1 90 0 0 14868 91 0.61%
2016 156 11641 0 0 0 57 0 0 11797 57 0.48%
2017 284 13017 0 0 2 58 0 0 13301 60 0.45%
2018 377 12514 0 0 0 0 12891 48 0.37%

114251 580 0.51%

健康増進陽性者
総健診数 総陽性数 総陽性率

HBV（広
島市）

特定感染 健康増進 特定感染陽性者

保健所 委託 40歳 41歳以上 保健所 委託 40歳 41歳以上
2010 122 10518 13 235 2 59 0 2 10888 63 0.58%
2011 136 8952 18 297 0 46 0 4 9403 50 0.53%
2012 582 8704 28 554 4 40 0 4 9868 48 0.49%
2013 227 19457 0 0 2 68 0 0 19684 70 0.36%
2014 279 16533 0 0 1 60 0 0 16812 61 0.36%
2015 187 15270 0 0 1 46 0 0 15457 47 0.30%
2016 156 12167 0 0 0 29 0 0 12323 29 0.24%
2017 285 13486 0 0 1 21 0 0 13771 22 0.16%
2018 377 11761 0 0 0 0 12138 23 0.19%

HCV（広
島市）

特定感染 健康増進 特定感染陽性者 健康増進陽性者
総健診数 総健診数



  ③ H30 の受診確認状況を図にしてみました。下記を確認をお願いします 

 

電話で 50%を確認したことは素晴らしいことです 

HBV,HCV 別で受診確認数わかりますでしょうか？ 

その一方で、非専門医というのは受検された医療機関（検査委託）でしょうか？ 

県には、再度連携や、助成者の開示等を頼んでいます。県からは匿名で検査・・とのことで

受診確認ができないとのことでしたが、何時からこの受検票をお使いでしょうか？（昔か

らとのことでしたが） 

→対処方法： 

①医師会との話し合いは必要も、今後陽性者は少なくなり、確実に受診・受療に結び付ける

ことが重要と思われます。 

②受検票を、問診票＋同意書＋検査結果＋紹介先（検査医療機関で FU を含む）に変更す

ることで、受診確認も楽ですし、委託医療機関の先生を守ることもできます（船橋市の様に 

変更された地域も全国ではあります） 

③複数回受検も感染の可能性のある人に限る・精検受診をすることを前提するなどの記載

の工夫も必要です 

④政令市のなかでは、横浜市以外では、独自で受診確認を行っています。広島市は政令市の

なかでも陽性率が減少しているところです。年度陽性者の半分を受診に繋げることを目指

してくだされば幸いです 

（続く） 



資料説明 

広島県・広島市 節目・節目外検診時のウイルス検査数・陽性数(2002～2006) 

 広島県老人保健事業：  節目検診受検率 13％ HBV1.52%1107 名)  

    HCV1.06%(1028 名) 

広島市老人保健事業：節目検診受検率 3７％ HBV1.28%(275 名)  

 HCV0.89%（243 名） 

 (全国: 受検率 27% HBV1%  HCV0.82%)→HCV はすでに低下傾向） 

広島県は HBV/HCV 高率を維持・検査も不足 

広島市は検査促進地域 HBV/HCV も全国同等で県より陽性率は少ない 

 

広島県・広島市 肝炎ウイルス検査数・陽性数(2010～) 陽性率は 2017 年度 

 全国の陽性率 HBV0.63%  HCV0.33% 70%健康増進事業 

広島県陽性率 HBV0.49%  HCV0.33%  75 %健康増進事業(約 3６万件) 

広島市陽性率：HBV0.58%  HCV0.69%  100 %特定感染症検査事業(約６万件) 

 

（参考：全国の推移） 

   2017 年から HCV 陽性率が激減している県、市有（5 年毎の勧奨終了） 

   千葉県も H29 年高齢者に受検促進、H30 年千葉市の非受検者勧奨で 

    H28～2 万件増加も陽性率は低下傾向(HBV0.5% HCV0.29%) 

    都市部では HBV のみ減少しない都市有(外国人増加) 

 

   佐賀県：祖死亡率全国 1 位→20 年ぶりに 2 位 

    老人保健事業：受検率 1３%   HBV1.76%(2.7 万件)  HCV3.20%(1.7 万件) 

        201０年以降検査促進(12 万件) HBV0.67%         HCV0.45% 

        受診確認率：50～60%  

    検査施行少＋陽性率高→検査促進＋受診確認をしても 20 年必要 

    現在検査が少＋受診確認未は将来的に肝がん死亡率低下が抑制（熊本？鹿児島） 

 



⑦ 大阪のファローアップ（医療機関受診確認） 

大阪府のみならず、市町の健康増進事業でも約 50～60%の受診確認率 

全国的も高水準→事業前より受診確認することが周知徹底??（府に確認中） 

 

⑧他都市の follow up 事業 

 政令市（陽性者も多く、受診確認作業が大変） 

   陽性の場合、受診勧奨することを問診時に同意（フォローアップ）した上で検査を   

行ったところ、さいたま市：同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上 

   →調査票を郵送し、返信しない陽性者には電話で勧奨・一度受診確認して終了 

    返信する人は 30%前後のため、電話での勧奨が必要 

  福岡市：問診票に受診勧奨をする旨を記載 

→陽性者には初回精密検査の費用助成の為の同意書を送付 

 都道県全体の取り組み 

   栃木県：初回精密検査に関わらず受診確認（宮崎県も） 

 総陽性

者 

HBV  

陽性数 

HCV  

陽性数 
受診数 

受診     

確認率 
同意数 同意率 

初回    

精密数 

初回精

密検査

率 

2015 191 134 57 ? ? 54 28% 33 17% 

2016 131 83 48 ? ? 48 37% 31 24% 

2017 151 94 57 94 62% 56 37% 27 18% 

2018 216 136 80 152 70% 128 59% 38 18% 

 

 



第 4 回職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシ
ステムの開発・実用化に向けた研究班 自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up会議 at 広島県 
 
日時：２０２０年０１月２8 日 （月） １4 時 00 分～１5 時 30 分 

場所：広島県健康福祉局薬務課  

〒730-8511 広島県広島市中区基町 10-52   

参加者；健康福祉局薬務課 皆様（4 名 ） 肝炎情報センター 是永 

 

案内 

① 来年度の肝臓総会（2020 年 5 月 21 日、22 日＠大阪国際会議場） 

：特別企画のご案内→登録の御礼・会議進行内容 

：自治体セッション 5 月 22 日 14 時 10 分～ (180 分) 

    （https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/） 

② 来年度ブロック会議のお知らせ（すでに案内有） 

    : 9 月 18 日午後 徳島市→広島市・呉市・福山市を誘ってご参加を 

③ 相談支援システム紹介 

   ：今後広島県にも ID 発行可能！ 拠点病院の相談内容把握や回答難治例の検索 

ご希望があればご連絡ください（群馬・新潟に発行済み） 

     

検討内容 

④ 広島県・広島市の検査・陽性率状況 

  県・市とも検査・フォローアップ部署が同じ課（予防係→検査 保健指導係→受診確認） 

  2002～2006 県：節目検診で 13%以上の受検率・HBV 停滞 HCV 陽性率低下 

          市：節目検診で 30%以上の受検率・HBV 停滞 HCV 陽性率低下 

  HBV(2006): 全国 1.04%  県 1.52%  市 1.28％   

HCV(2006): 全国 0.82%  県 1.06%  市 0.89% 

    → 広島県は HBV,HCV ともに陽性率が高・特に HBV と広島市以外の地域 

 広島市以外では節目検診の受検率低（但し節目外検診多、独自事業↓対象は？） 

 

広島市以外の対策も重要＋老人保健事業時代の受検率など残っていますか？ 

   2008～     

広島県
広島県 独自 受検数 陽性数 陽性率 受検数 陽性数 陽性率
独自 2002 6,363 109 1.71% 7,333 143 1.95%

2003 1,480 30 2.03% 1,383 23 1.66%
2004 2,208 56 2.54% 2,204 29 1.32%
2005 667 6 0.90% 615 8 1.30%
2006 860 6 0.70% 858 13 1.52%
計 11578 207 1.79% 12393 216 1.74%

HBV HCV

https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/


広島市：  特定感染検査事業：2013 年に上昇？？ 

         政令市で第 3 位の受検数（札幌市・横浜市についで） 

         2/3 特定健診時に受検（20 歳以上勧奨無・医療機関で） 

   福山・呉市： 特定感染検査＋健康増進（後者 main）→割付不明 

          福山市では保健所での検査無(下記) 

       

    2010～2017 まで 県 10.8 万 市 10.6 万 

HBV(2017): 全国 0.64%  県 0.99%  市 0.42％   

HCV(2017): 全国 0.33%  県 0.29%  市 0.16% 

     → 広島市以外で検査不足地域があるのでは？ ・HBV 対策が重要 

 

      福山・廿日市での検査促進が要 



 

  府中・海田・熊野・江田島では検査促進要 

  三次・庄原・安芸高田・大竹・竹原の取り組みは（検査促進のきっかけは？） 

 

⑤ 広島県・市のフォローアップ状況 

  県のフォローアップシステム 

  →課題：受診状況が確認できない症例が約半数存在 

   案：一度受診確認できた症例には、医療機関へ患者 list を送付して受診確認 

     （陽性者に郵送しても、30～40%しか返却なく、患者さんに郵送すること  

      自体に限界有） 

     陽性者に郵送するなら QR コードなどの使用も 

 

市のフォローアップシステム 

   これまでに受診確認無  

H30 年度より県のフォローアップシステムに参加 

   県のフォローアップシステムに入らない人に受診確認 

   39 名中、19 名の受診確認 非受診・無反応に再度に受診確認はしない方向 

 

     市と県の連携（治療・検査場性者の feedback） 

 

（続く） 

 

 



 

 H30 の受診確認状況を図にして市に確認中 陽性者 71 名中 45 名に勧奨 

 

（参考：全国の推移） 

   佐賀県：祖死亡率全国 1 位→20 年ぶりに 2 位 

    老人保健事業：受検率 1３%   HBV1.76%(2.7 万件)  HCV3.20%(1.7 万件) 

        201０年以降検査促進(12 万件) HBV0.67%         HCV0.45% 

        受診確認率：50～60%  

    検査施行少＋陽性率高→検査促進＋受診確認をしても 20 年必要 

    現在検査が少＋受診確認未は将来的に肝がん死亡率低下が抑制（熊本？鹿児島） 

 

   2017 年から HCV 陽性率が激減している県、市有（5 年毎の勧奨終了） 

   千葉県も H29 年高齢者に受検促進、H30 年千葉市の非受検者勧奨で 

    H28～2 万件増加も陽性率は低下傾向(HBV0.5% HCV0.29%) 

    都市部では HBV のみ減少しない都市有(外国人増加) 

 



⑥ 大阪のファローアップ（医療機関受診確認） 

大阪府のみならず、市町の健康増進事業でも約 50～60%の受診確認率 

全国的も高水準→事業前より受診確認することが周知徹底??（府に確認中） 

 

⑦他都市の follow up 事業 

 政令市（陽性者も多く、受診確認作業が大変） 

   陽性の場合、受診勧奨することを問診時に同意（フォローアップ）した上で検査を   

行ったところ、さいたま市：同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上 

   →調査票を郵送し、返信しない陽性者には電話で勧奨・一度受診確認して終了 

    返信する人は 30%前後のため、電話での勧奨が必要 

  福岡市：問診票に受診勧奨をする旨を記載 

→陽性者には初回精密検査の費用助成の為の同意書を送付 

 都道県全体の取り組み 

   栃木県：初回精密検査に関わらず受診確認（宮崎県も） 

 総陽性

者 

HBV  

陽性数 

HCV  

陽性数 
受診数 

受診     

確認率 
同意数 同意率 

初回    

精密数 

初回精

密検査

率 

2015 191 134 57 ? ? 54 28% 33 17% 

2016 131 83 48 ? ? 48 37% 31 24% 

2017 151 94 57 94 62% 56 37% 27 18% 

2018 216 136 80 152 70% 128 59% 38 18% 

 

 



⑧職域肝炎ウイルス検査促進（協会けんぽ） 

 年率２％ （広島県は平均以上も十分とは言えない） 

 健康診断受検者は千葉県・埼玉県と同様 

 来年度より研究班使用の受検申込用紙を使用予定→受検者増加可能性有 

 HBV 陽性者は自治体検診同様存在！ →受診勧奨を 

  

 

 



⑨その他 

受検しないひと 

   必要性を感じない（陽性であるわけがない） 

   陽性がばれたくない（職域では privacy の配慮が必要） 

 

 受診しない陽性者：陽性と知りながら受診しない原因 

    →医師に受診しないで良いと言われた 

     人に知られたくない 

     消えているかなと思って 

     症状がない・ 

     検索してもが投薬の必要ないから（治療法がない） 

 

 複数回受検：多くは陰性者 

    →陰性者への説明が今後は重要 

 

 啓発活動：令和元年 7 月 3 日マツダ(USB 参考) 

    →超音波検査は有効（250 名が受検） 

    →女性が多く受診・働く女性に対する支援を 

    →特典を付けることが集客には重要 

    →QR コードは意識づけが必要 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム
の開発・実用化に向けた研究班 自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up 会議 at 宮崎県・宮崎
市 
 
日時：２０２０年０2 月 10 日 （月） １5 時 00 分～１7 時 30 分 

場所：宮崎市保健所 〒860-0879  宮崎市宮崎駅東 1 丁目６－２２   

参加者；健康支援課感染症係 主任技師 白川 綾乃 様 感染症係長 藤元 一美 様 

    健康管理部       医監 副島 京子 様 

    宮崎県保健福祉部 健康増進課 疾病対策担当 主査 品原 健征 様 

宮崎大学 准教授 永田 賢治 先生 肝炎情報センター 是永 

議題 

情報センターからのお願い 

① 来年度の肝臓総会（2020 年 5 月 21 日、22 日＠大阪国際会議場） 

：特別企画のご案内→登録の御礼・会議進行内容 

：自治体セッション 5 月 22 日 14 時 10 分～ (180 分) 

    （https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/） 

② 来年度ブロック会議のお知らせ（すでに案内有） 

    : 10 月 14 日午後 大分市→ご参加を 

③ 相談支援システム紹介 

   ：今後宮崎県にも ID 発行可能！ 拠点病院の相談内容把握や回答難治例の検索 

ご希望があればご連絡ください（群馬・新潟・福岡県に発行済み） 

    研究班からの報告とお願い 

④ 宮崎県・宮崎市の検査・陽性率状況 

  2002～2006 県：節目検診で 21%以上の受検率・合計 7.6 万人が受検 

  HBV(2006): 全国 1.04%  県 1.16%  HCV(2006): 全国 0.82%  県 0.66%  

   検査数は全国平均以下・HBV は停滞し全国より高率・HCV は低率  

 →宮崎県に質問（独自事業の検査対象は？） 

 

https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/


 2008～   宮崎県（宮崎市も含む）・ 2011 年より増加 2015 より宮崎市開始 

         宮崎県 111 万(26 市町) 宮崎市 40 万(36%)  検査比：2:3 

 

宮崎市を除く宮崎県 

 

 



→宮崎市に質問 

受診券対象者： 年齢制限無し 保険種別（職域も可）← 良かったですよね 

年間受診券発券数（発券数と受検率 年代別・性別で解析 可能でしょうか？） 

 

  

   HBV 以前高率・ HCV は撲滅可能では？  宮崎市は検査数維持が要 

 



⑤ 宮崎県・市のフォローアップ状況 

  県のフォローアップシステム 

  →課題：フォローアップ事業を導入していない地域での受診確認状況が不明 

   案： 再度実態調査→事業と関係なく陽性者が医療機関を受診させたかどうかを確認 

 

市のフォローアップシステム 

   全国でも極めて優秀な受検確認率 

     ○検査前同意 

     ○精検受診結果で 40％の受診確認→精密検査結果票の設置場所は？ 

      （大阪府も同様なシステムも返信率は１０％） 

     ○精検受診結果未の陽性者に調査票送付→受診確認できないのは 14%のみ  

             （多くの自治体では有料地域でも 50%程度→新規陽性者が多いのでは？） 

  

      

⑥ その他 

市町と県の連携（治療・検査場性者の feedback） 

治療費助成の data を市町へ情報提供 

（受診確認数・勧めた市町担当者の motivation 維持） 

 肝炎ウイルス検査数が低い値への介入（有料が多いも、年齢制限無市町も多い） 

検査施行が少ない地域への勧奨（多くの市町で施行済み）→串間市  

（2002～2006 の検査 data はありますか？） 

 



 

 

 

 



（参考：全国の推移） 

   佐賀県：祖死亡率全国 1 位→20 年ぶりに 2 位 

    老人保健事業：受検率 1３%   HBV1.76%(2.7 万件)  HCV3.20%(1.7 万件) 

        201０年以降検査促進(12 万件) HBV0.67%         HCV0.45% 

        受診確認率：50～60%  

    検査施行少＋陽性率高→検査促進＋受診確認をしても 20 年必要 

    現在検査が少＋受診確認未は将来的に肝がん死亡率低下が抑制（熊本？鹿児島） 

 

   2017 年から HCV 陽性率が激減している県、市有（5 年毎の勧奨終了） 

   千葉県も H29 年高齢者に受検促進、H30 年千葉市の非受検者勧奨で 

    H28～2 万件増加も陽性率は低下傾向(HBV0.5% HCV0.29%) 

    都市部では HBV のみ減少しない都市有(外国人増加) 

 

⑦ 大阪のファローアップ（医療機関受診確認） 

大阪府のみならず、市町の健康増進事業でも約 50～60%の受診確認率 

全国的も高水準→事業前より受診確認することが周知徹底??（府に確認中） 

 

⑧他都市の follow up 事業 

 政令市（陽性者も多く、受診確認作業が大変） 

   陽性の場合、受診勧奨することを問診時に同意（フォローアップ）した上で検査を   

行ったところ、さいたま市：同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上 

   →調査票を郵送し、返信しない陽性者には電話で勧奨・一度受診確認して終了 

    返信する人は 30%前後のため、電話での勧奨が必要 



  福岡市：問診票に受診勧奨をする旨を記載 

→陽性者には初回精密検査の費用助成の為の同意書を送付 

 都道県全体の取り組み 

   栃木県：初回精密検査に関わらず受診確認（宮崎県も） 

 総陽性

者 

HBV  

陽性数 

HCV  

陽性数 
受診数 

受診     

確認率 
同意数 同意率 

初回    

精密数 

初回精

密検査

率 

2015 191 134 57 ? ? 54 28% 33 17% 

2016 131 83 48 ? ? 48 37% 31 24% 

2017 151 94 57 94 62% 56 37% 27 18% 

2018 216 136 80 152 70% 128 59% 38 18% 

 

⑨職域肝炎ウイルス検査促進（協会けんぽ） 

 年率２％未満 （宮崎県は平均以上も十分とは言えない） 

 健康診断受検者は佐賀同等 

 

来年度より受検票が研究班 version へ（次ページ） 

  陽性者が拾い上げる可能性大 

  協会けんぽと連携を 

  



 

 

⑨その他 

受検しないひと 

   必要性を感じない（陽性であるわけがない） 

   陽性がばれたくない（職域では privacy の配慮が必要） 

 

 受診しない陽性者：陽性と知りながら受診しない原因 

    →医師に受診しないで良いと言われた 

     人に知られたくない 

     消えているかなと思って 

     症状がない・ 

     検索してもが投薬の必要ないから（治療法がない） 

 

 複数回受検：多くは陰性者 

    →陰性者への説明が今後は重要 

 

 

 
 
 



職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム
の開発・実用化に向けた研究班 自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up 会議 at 福岡県 
 
日時：２０２０年０2 月 13 日 （木） １3 時３0 分～１５時 30 分 

場所：〒812-8577  福岡市博多区東公園７－７ 県庁南棟２階東側 

   TEL092-643-3576  FAX092-643-3331 

参加者；福岡県保健医療介護部がん感染症疾病対策課 

疾病対策係 係長 永島 政広 様  主事 草場 梨南 様 

難病助成係 主事 手島 僚太 様 

久留米大学 准教授 井出 達也 先生 肝炎情報センター 是永 

議題 

情報センターからのお願い 

① 来年度の肝臓総会（2020 年 5 月 21 日、22 日＠大阪国際会議場） 

：特別企画のご案内→登録の御礼（井出先生）・会議進行内容 

：自治体セッション 5 月 22 日 14 時 10 分～ (180 分) 

    （https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/） 

② 来年度ブロック会議のお知らせ（すでに案内有） 

    : 10 月 14 日午後 大分市→ご参加を（久留米・大牟田・北九州・福岡をお誘い） 

③ 相談支援システム紹介：福岡県登録ありがとうございます！ 

研究班からの報告と質問 

④ 福岡県・福岡市・北九州市の検査・陽性率状況（2002～2006） 

2002～2006 県：節目検診受検率 16.7%  16.7 万人が受検 B 1.18%  C 1.15% 

       福岡市：節目検診受検率 25.2%   2.1 万人が受検  B 0.88%  C 0.73% 

     北九州市：節目検診受検率 24.2%   4.8 万人が受検  B 2.05%  C 1.55% 

    政令市によって節目検診対象者は異なる？ 人口→県:福岡市:北九州市=5:：３：２ 

→県が 17 万人とすると 福岡市は 10 万 6.8 万検査が必要 

→政令市の検査は不十分(特に福岡市は低い！→促進必要(陽性率低) 

 

     福岡県→上図の様に約 4 万人に独自事業で検査？ 対象者は？ 

https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/


⑤ 福岡県・福岡市・北九州市の検査・陽性率状況（2010～） 

県： 9.8 万人が受検  B 0.81%  C 0.62% 

福岡市： 10.7 万人が受検  B 0.67%  C 0.52% 

北九州市： 8.0 万人が受検   B 0.87%   C 0.67% 

 →節目検診に比べて 福岡県（健康増進事業の検査数が低下→市町で施行しない地域有） 

 →福岡市の陽性率は低いも全国と比較し肝炎ウイルス陽性者が多い！ 対策要 

 

 

 



 

 → 2014 年は特定感染検査事業委託医療機関分が保健所として記載（修正は？） 

 

 

→ 保健所管区で肝炎ウイルス検査に差があり （宗像/遠賀・筑紫地区では検査が低い） 

→ 県の特定感染検査事業では春日・筑紫野・大野城を cover しているかわかりますか？ 

→ 糸島市の検査体制がわかればご教授ください 



 

→ 大宰府市も働きかけを 

→ 検査低下地域の 2002～2006 の節目検診・節目外検診がわかりますか？ 

 

→ 田川市は 40 歳のみ？ 那珂川町・中間市の県特定感染検査事業の検査数は？ 

 



⑤ 福岡県・福岡市・北九州市のフォローアップ状況 

  県特定感染検査事業陽性者のフォローアップシステム（受診確認率） 

   受検票（受診確認＋検査結果票＋精密検査結果がセット）→画期的です！ 

   精密検査結果が届かない陽性者へ郵送・TEL にて受診確認 

：  →受検票だけで受診確認ができる割合は？ 

 

健康増進事業陽性者の受診確認率 

 →不明？ →できれば実態調査を（井出先生とご相談を） 

 

福岡市の受診確認率 

     ○検査前同意無（受診確認をすることは記載） 

     ○陽性後に同意書を市から発送 

     ○精検受診結果で 30％の受診確認→再勧奨無（委託医療機関に勧奨） 

      

北九州市の受診確認率 

     ○検査前同意無（受診確認をすることは記載） 

     ○陽性後に同意書を市から発送 

     ○精検受診結果＋区の担当者が陽性者へ再勧奨無で 50% 

 

○ 上記の平成 30 年度の受診確認率をご教授ください 

 

⑥ その他 

市町と県の連携（治療・検査場性者の feedback） 

治療費助成の data を市町へ情報提供 

（受診確認数・勧めた市町担当者の motivation 維持） 

  

治療費助成診断書に陽性発見契機を記載 

 

  令和 2 年度から導入ありがとうございます 

  また data がわかりましたらご教授ください 

 

 

 



（参考：全国の推移） 

   佐賀県：祖死亡率全国 1 位→20 年ぶりに 2 位 

    老人保健事業：受検率 1３%   HBV1.76%(2.7 万件)  HCV3.20%(1.7 万件) 

        201０年以降検査促進(12 万件) HBV0.67%         HCV0.45% 

        受診確認率：50～60%  

    検査施行少＋陽性率高→検査促進＋受診確認をしても 20 年必要 

    現在検査が少＋受診確認未は将来的に肝がん死亡率低下が抑制（熊本？鹿児島） 

 

   2017 年から HCV 陽性率が激減している県、市有（5 年毎の勧奨終了） 

   千葉県も H29 年高齢者に受検促進、H30 年千葉市の非受検者勧奨で 

    H28～2 万件増加も陽性率は低下傾向(HBV0.5% HCV0.29%) 

    都市部では HBV のみ減少しない都市有(外国人増加) 

 

⑦ 大阪のファローアップ（医療機関受診確認） 

大阪府のみならず、市町の健康増進事業でも約 50～60%の受診確認率 

全国的も高水準→事業前より受診確認することが周知徹底??（府に確認中） 

 

⑧他都市の follow up 事業 

 政令市（陽性者も多く、受診確認作業が大変） 

   陽性の場合、受診勧奨することを問診時に同意（フォローアップ）した上で検査を   

行ったところ、さいたま市：同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上 

   →調査票を郵送し、返信しない陽性者には電話で勧奨・一度受診確認して終了 

    返信する人は 30%前後のため、電話での勧奨が必要 



 都道県全体の取り組み 

   栃木県：初回精密検査に関わらず受診確認（宮崎県も） 

 総陽性

者 

HBV  

陽性数 

HCV  

陽性数 
受診数 

受診     

確認率 
同意数 同意率 

初回    

精密数 

初回精

密検査

率 

2015 191 134 57 ? ? 54 28% 33 17% 

2016 131 83 48 ? ? 48 37% 31 24% 

2017 151 94 57 94 62% 56 37% 27 18% 

2018 216 136 80 152 70% 128 59% 38 18% 

 

⑨職域肝炎ウイルス検査促進（協会けんぽ） 

 年率２％未満  

 福岡県は平成 29 年度から研究班と連携し 受検率向上 

 

来年度より受検票が研究班 version へ（次ページ） 

  陽性者が拾い上げる可能性大 

  協会けんぽと連携を 

  



 

 

⑨その他 

受検しないひと 

   必要性を感じない（陽性であるわけがない） 

   陽性がばれたくない（職域では privacy の配慮が必要） 

 

 受診しない陽性者：陽性と知りながら受診しない原因 

    →医師に受診しないで良いと言われた 

     人に知られたくない 

     消えているかなと思って 

     症状がない・ 

     検索してもが投薬の必要ないから（治療法がない） 

 

 複数回受検：多くは陰性者 

    →陰性者への説明が今後は重要 

 

 

 
 
 



職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム の

開発・実用化に向けた研究班 at 宮城 議事録  

 

日 時 ： 2020 年 2 月 14 日（金） 15 時 30 分～17 時 30 分  

会 場 ： 宮城県疾病・感染症対策室  

〒980-8570 宮城県仙台市青葉区本町 3 丁目 8 番 1 号  

 

参加者 (敬称略)：感染症対策班 主事 笠原渚子 村上達哉 東北大学 井上淳  

肝炎情報センター 是永匡紹 

 

議題 

情報センターからのお願い 

① 来年度の肝臓総会（2020 年 5 月 21 日、22 日＠大阪国際会議場） 

：特別企画のご案内→登録の御礼・会議進行内容 

：自治体セッション 5 月 22 日 14 時 10 分～ (180 分) 

    （https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/） 

② 来年度ブロック会議のお知らせ（すでに案内有） 

    : 10 月２３日午後 仙台市→地方公共団体からのご意見を 

③ 相談支援システム紹介：拠点病院を介して IDi 付与可能 ご検討ください 

研究班からの報告と質問 

④ 宮城県・仙台市の検査・陽性率状況（2002～2006） 

2002～2006 県：節目検診受検率 27.8 %  14 万人が受検 B 1.51%  C 0.56% 

      仙台市：節目検診受検率 40.0%    9 万人が受検   B 1.40%  C 0.41% 

人口→県：仙台市=5.5:4.5   仙台市→節目検診対象者？ 検査数少 

→宮城県は HBV 対策が重要 

⑤ 宮城県・仙台市の検査・陽性率状況（2010～） 

県： 9.8 万人が受検  B 0.72%  C 0.29% 

仙台市： 4.6 万人が受検   B 0.54%  C 0.34% 

 →仙台市の検査数は少ないも 陽性率は低下→但し HCV 残存？ 

 →県全体では HBV は残存も  HCV は低下 

⑥ 健康増進事業個別の特徴 

  石巻市・大崎市→後者が無料でも個別勧奨なく受検率低下 

  気仙沼・多賀城も個別勧奨要 

  登米市の取り組みは？ 

                     （次ページ） 

 

https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/


  

→  

 

→ 塩竈市は無料＋40 歳以上個別勧奨で検査数伸びず？ 

→ 柴田＋白石はの節目検診・節目外検診の受検数は？ 

→ 利府市は無料でも低下？ 



 

 

→ 検診非促進地域：過去の検診の有無から今後の介入方法を 

⑥ 宮城県・仙台市・のフォローアップ状況 

  県・仙台市特定感染症検査事業陽性者： 

R1 より共通の受検申込用紙作成（問診時同意） 

        R1 の受診確認数がわかれば井上先生へ 

 

健康増進事業陽性者の受診確認率 

 →フォローアップ事とは別に 陽性者の受診確認数を 

  （陽性者が精密検査のために医療機関を受診したかどうかが重要！） 

 

→全国では年度陽性者の 50%以上の受診確認が MAX→宮城県でも 

⑦ その他 

市町と県の連携（治療・検査場性者の feedback） 

治療費助成の data を市町へ情報提供 

（受診確認数・勧めた市町担当者の motivation 維持） 

  

治療費助成診断書に陽性発見契機を記載 



 

（参考：全国の推移） 

   佐賀県：祖死亡率全国 1 位→20 年ぶりに 2 位 

    老人保健事業：受検率 1３%   HBV1.76%(2.7 万件)  HCV3.20%(1.7 万件) 

        201０年以降検査促進(12 万件) HBV0.67%         HCV0.45% 

        受診確認率：50～60%  

    検査施行少＋陽性率高→検査促進＋受診確認をしても 20 年必要 

    現在検査が少＋受診確認未は将来的に肝がん死亡率低下が抑制（熊本？鹿児島） 

 

   2017 年から HCV 陽性率が激減している県、市有（5 年毎の勧奨終了） 

   千葉県も H29 年高齢者に受検促進、H30 年千葉市の非受検者勧奨で 

    H28～2 万件増加も陽性率は低下傾向(HBV0.5% HCV0.29%) 

    都市部では HBV のみ減少しない都市有(外国人増加) 

 

⑦ 大阪のファローアップ（医療機関受診確認） 

大阪府のみならず、市町の健康増進事業でも約 50～60%の受診確認率 

全国的も高水準→事業前より受診確認することが周知徹底??（府に確認中） 

 

⑧他都市の follow up 事業 

 政令市（陽性者も多く、受診確認作業が大変） 



   陽性の場合、受診勧奨することを問診時に同意（フォローアップ）した上で検査を   

行ったところ、さいたま市：同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上 

   →調査票を郵送し、返信しない陽性者には電話で勧奨・一度受診確認して終了 

    返信する人は 30%前後のため、電話での勧奨が必要 

 都道県全体の取り組み 

   栃木県：初回精密検査に関わらず受診確認（宮崎県も） 

 総陽性

者 

HBV  

陽性数 

HCV  

陽性数 
受診数 

受診     

確認率 
同意数 同意率 

初回    

精密数 

初回精

密検査

率 

2015 191 134 57 ? ? 54 28% 33 17% 

2016 131 83 48 ? ? 48 37% 31 24% 

2017 151 94 57 94 62% 56 37% 27 18% 

2018 216 136 80 152 70% 128 59% 38 18% 

 

⑨職域肝炎ウイルス検査促進（協会けんぽ） 

 年率２％未満  

 宮城県は受検率は高い地域 

 

来年度より受検票が研究班 version へ（次ページ） 

  陽性者が拾い上げる可能性大 



  協会けんぽと連携を 

  

 

 

⑨その他 

受検しないひと 

   必要性を感じない（陽性であるわけがない） 

   陽性がばれたくない（職域では privacy の配慮が必要） 

 

 受診しない陽性者：陽性と知りながら受診しない原因 

    →医師に受診しないで良いと言われた 

     人に知られたくない 

     消えているかなと思って 

     症状がない・ 

     検索してもが投薬の必要ないから（治療法がない） 

 

 複数回受検：多くは陰性者 

    →陰性者への説明が今後は重要 

 

 

 



職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム   
の開発・実用化に向けた研究班 at さいたま市 議事録 
 
日    時 ： 2020 年 3 月 2 日（月）  15 時 00 分～17 時 50 分 

会    場 ： さいたま市保健所 地域保健支援課 

〒338-0013 さいたま市中央区鈴谷７－５－１２  TEL048-840-2214 

 

参加者 (敬称略)：小林他 2 名（さいたま市）是永（肝炎情報センター）  

 
議  題 :   

情報センターからのお願い 

① 来年度の肝臓総会（2020 年 5 月 21 日、22 日＠大阪国際会議場） 

：特別企画のご案内→参加案内・会議進行内容 

：自治体セッション 5 月 22 日 14 時 10 分～ (180 分) 参加を 

② 来年度ブロック会議のお知らせ（すでに案内有?→確認を） 

   : 10 月 30 日午後 千葉市 参加お願い 

  ：アンケート結果（自治体からの発表が好評） 

研究班からの報告とお願い 

③ 埼玉県・さいたま市の検査・陽性率状況 

：県・さいたま市の比較（さいたま市の方が陽性率低）       

：2003～2007 の老人保健事業について（下記参照） 

→節目健診受検率 70%?  対象者は国保のみ？ 

   →国保以外に勧奨していないと高齢者にも肝炎ウイルス未検査者が多い） 

 

 （参考 埼玉県・・対象者は人口比からすると、さいたま市が少ない） 

  

HBV 節目 節目外 節目 節目外 総健診数 陽性数 陽性率 対象者 節目受検率
2002 0 0 0 0 0
2003 11,413 1,031 129 12 12,444 141 1.13% 13,163 86.7%
2004 12,390 822 115 7 13,212 122 0.92% 14,460 85.7%
2005 14,795 616 155 12 15,411 167 1.08% 23,320 63.4%
2006 12,513 33,176 99 277 45,689 376 0.82% 21,073 59.4%

51,111 35,645 498 308 86,756 806 0.93% 72,016 71.0%

節目 節目外 節目 節目外 総健診数 陽性数 陽性率 対象者 節目受検率
2002 77,535 29,854 687 347 107,389 1034 0.96% 179,948 43.1%
2003 65,926 15,024 520 154 80,950 674 0.83% 120,717 54.6%
2004 62,627 12,482 509 134 75,109 643 0.86% 152,400 41.1%
2005 57,903 12,512 458 113 70,415 571 0.81% 118,084 49.0%
2006 55,394 23,290 422 176 78,684 598 0.76% 112,188 49.4%

319,385 93,162 2,596 924 412,547 3,520 0.85% 683,337 46.7%



(2010 年以降さいたま市検査数推移→赤字は重複) 

 

 

2018 年（委託医療機関・・あっていますか？） 

  HBV: 11711/65(0.56%) 70 歳以上 48%    2019 年は 10 月まで 50 名 

  HCV：11711/17(0.15%) 70 歳以上 53%    2019 年は 10 月まで 20 名 

        → まだまだ高齢者に陽性者が存在する可能性が高い 

④ さいたま市のフォローアップ状況→ご確認ください  

 ：受診確認率の現状（2018 年）＊全陽性者に対する 

  陽性者 82 名  同意者 77 名（同意率 94%）→転出にて 76 名に調査票郵送 

           郵送把握者 36 名（返信率 42%）→ 受診○○名 非受診○○名 

             非把握者 40 名（陽性者の 49%が未把握）へ電話で確認 

        電話把握者 20 名（返答率 50%）→ 受診○○名 非受診○○名 

      計   把握者 56 名（把握率 68％）→ 受診３２名（受診率 39％） 

                           （調査票発送分：42％） 

お願い 2018 年 HBV, HCV 毎の受診状況を上記に参考にお願いできますか？ 

保健所 委託 40歳 41歳以上 保健所 委託 40歳 41歳以上
2010 614 17883 907 16985 3 141 6 135 36389 285 0.78%
2011 570 17286 868 16418 2 155 5 150 35142 312 0.89%
2012 548 15664 0 0 1 131 0 0 16212 132 0.81%
2013 663 15672 0 0 1 117 0 0 16335 118 0.72%
2014 669 16699 0 0 8 97 0 0 17368 105 0.60%
2015 547 16805 0 0 3 108 0 0 17352 111 0.64%
2016 610 13969 0 0 2 93 0 0 14579 95 0.65%
2017 673 12744 0 0 1 99 0 0 13417 100 0.75%

総陽性数 総陽性率
HBV
(さいた

特定感染 健康増進 特定感染陽性者 健康増進陽性者
総健診数



考察 さいたま市の助成担当部署・県の助成担当部署から助成数は feedback 

        →栃木県・佐賀県ではすでに連携済・返事のない人から受診確認が可能 

   出来るだけ年度陽性者の 50%の受診確認率を（以下改善方法） 

    →最近、受診確認率は低下中 

    →同意書変更（紹介先記載）＋精検報告書（宮崎市、福岡県参照） 

    →陽性認知者の複数回受検（問診票に受診すること受検の条件に記載） 

    →郵送に限界有→QR コード後電話（5 桁の ID を入れて試してください） 

 

    →陰性者にも認知を（下図のカード提供可能です） 

 

 



⑥：参考：千葉県の検査数との比較 

 

 

   → 千 葉 県 の 人 口 が 多 い と こ ろ と 比 べ 、 検 査 が 低 率 な 市 が 多 い

 

  →すでに HCV が高齢者に存在しない地域も(陽性率 0.05%) 



⑦特定感染検査事業について  

  成立背景 

 

  ほぼ政令市で委託医療機関によって施行される検査 

  上記の様に、健康増進事業で受検可能な人は同事業を優先 

  基本的には検診ではなく検査→初診料が算定可能 国と実施主体で 1:1 

       *多くが検診と同時受検も、個別勧奨無→受診勧奨していない市も多い 

   ＊費用については、九州の各市に確認し再考を 

   ＊HCV は最初の抗体検査は skip 可能 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検率向上と陽性者の効率的なフォローアップシステム
の開発・実用化に向けた研究班 自治体肝炎ウイルス陽性者 follow up 会議 at 東京都 
 
日時：２０２０年０3 月 25 日 （水） １5 時３0 分～１7 時 30 分 

場所：〒163-8001 新宿区西新宿 2-8-1 第一本庁舎 29 階南側 

   ＴＥＬ：03-5320-4363 ＦＡＸ：03-5388-1427 

参加者；東京都福祉保健局 保健政策部 健康推進課 

    成人保健担当 江口 様  夏名 様 

疾病担当係  横山 様 肝炎情報センター 是永 

議題 

情報センターからのお願い 

① 来年度の肝臓総会（2020 年 5 月 21 日、22 日＠大阪国際会議場） 

：特別企画のご案内→登録の御礼・会議進行内容 

：自治体セッション 5 月 22 日 14 時 10 分～ (180 分) 

    （https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/） 

② 来年度ブロック会議のお知らせ（すでに案内有） 

    : 10 月３０日午後 千葉市→（町田市、八王子市も誘って参加） 

             地方公共団体からの発表・意見交換を増やす方向 

③ 相談支援システム紹介：拠点病院（虎ノ門、武蔵野）を介して ID 付与可能  

ご検討ください 

④ Co 研修会後 4 施設（博報堂・リック・協和日成・JFE 条鋼）連絡有 

            ：博報堂等 今後訪問を考慮 

 

研究班からの報告と質問 

④ 東京都の肝炎ウイルス検査・検診数 

 90%以上が健康増進事業→（全国では 70%程度→区市町が実施主体で検査施行が多い） 

  2010～2017 年まで 94.5 万件(2013 年を peak に減少中、HBV0.6%  HCV0.3%

→ほぼ全国同様) 

 2018：検査数減少継続 HBV 停滞 HCV は減少傾向 （HBV は約 600 名 HCV

約 300 名指摘） 

 

  40 歳の受検率が５%と低【計算ミスでした】→対策要 

  2013 年の対象者が 67 万名→他は 20 万/年→要確認（次ページ参照） 

  

 

 

https://site2.convention.co.jp/jsh56/endai/


 

健康増進事業の肝炎ウイルス検査数（人口上位 24 区市）→区市で個別に検査数を把握す

ることが重要 

 

 練馬区・大田区・江東区は 2008 年から非受検者へ受診勧奨＋年齢制限無 

 練馬区は特定感染検査事業も件数↑→取り組みや陽性者の受診確認は？ 

 

八王子・杉並区・板橋区： 勧奨が 5 歳毎 or 受検できない印のみ →非受検者へ 

 江戸川区：個別勧奨も年齢制限有・但し特定感染検査事業有 2011 年 3000 件施行 

                                →要確認 

  

世田谷区 足立区：40 歳のみ個別勧奨：→2002～2006 の節目検診・節目外 

                     検診の受検数・率を確認 

  

特定感染 健康増進 特定感染陽性者 健康増進陽性者 総健診数 総陽性数 総陽性率 対象者 40歳受検率
保健所 委託 40歳 41歳以上 保健所 委託 40歳 41歳以上

2010 199 0 13621 98260 4 0 78 869 112080 951 0.85% 238498 5.7%
2011 145 0 13554 89246 1 0 71 730 102945 802 0.78% 179771 7.5%
2012 160 0 15817 91817 4 0 58 775 107794 837 0.78% 211525 7.5%
2013 187 0 14783 105146 2 0 63 801 120116 866 0.72% 671374 2.2%
2014 320 0 15788 97344 11 0 74 704 113452 789 0.70% 239170 6.6%
2015 142 0 14589 95644 2 0 59 668 110375 729 0.66% 231592 6.3%
2016 104 0 13339 83698 3 0 47 554 97141 604 0.62% 220538 6.0%
2017 92 0 12725 80122 1 0 53 518 92939 572 0.62% 215794 5.9%

114216 856842 6150 2208262 5.2%

HBV（東
京都）



 

 葛飾区：４０歳のみ個別勧奨で多くの受検者→取り組みは？ 

 町田市：2015 年より検査増加→5 歳毎の個別勧奨開始→取り組みは？ 

 中野区：2013 年より検査増加→未受検者の個別勧奨→取り組みは？ 

 品川区：特定感染症検査事業での検査数大 北区・新宿区；個別勧奨拡大要 

 

 

目黒区・港区 良好 

府中・調布市→検査促進要 



⑤ 東京都受診確認状況 

  都と区の特定感染症検査事業陽性者： 

     問診時同意に 

健康増進事業陽性者の受診確認率 

 →フォローアップ事とは別に 陽性者の受診確認数を アンケート調査 

  （陽性者が精密検査のために医療機関を受診したかどうかが重要！） 

→全国では年度陽性者の 50%以上の受診確認が MAX 

 

⑥ その他 

市町と県の連携（治療・検査場性者の feedback） 

治療費助成の data を市町へ情報提供 

（受診確認数・勧めた市町担当者の motivation 維持） 

  

治療費助成診断書に陽性発見契機を記載 

 

（参考：全国の推移） 

   佐賀県：祖死亡率全国 1 位→20 年ぶりに 2 位 

    老人保健事業：受検率 1３%   HBV1.76%(2.7 万件)  HCV3.20%(1.7 万件) 

        201０年以降検査促進(12 万件) HBV0.67%         HCV0.45% 

        受診確認率：50～60%  

    検査施行少＋陽性率高→検査促進＋受診確認をしても 20 年必要 

    現在検査が少＋受診確認未は将来的に肝がん死亡率低下が抑制（熊本？鹿児島） 

 

   2017 年から HCV 陽性率が激減している県、市有（5 年毎の勧奨終了） 

   千葉県も H29 年高齢者に受検促進、H30 年千葉市の非受検者勧奨で 

    H28～2 万件増加も陽性率は低下傾向(HBV0.5% HCV0.29%) 

    都市部では HBV のみ減少しない都市有(外国人増加) 

 



⑦ 大阪のファローアップ（医療機関受診確認） 

大阪府のみならず、市町の健康増進事業でも約 50～60%の受診確認率 

全国的も高水準→事業前より受診確認することが周知徹底??（府に確認中） 

 

⑧他都市の follow up 事業 

 政令市（陽性者も多く、受診確認作業が大変） 

   陽性の場合、受診勧奨することを問診時に同意（フォローアップ）した上で検査を   

行ったところ、さいたま市：同意率が 95%以上、受診確認率も 50%以上 

   →調査票を郵送し、返信しない陽性者には電話で勧奨・一度受診確認して終了 

    返信する人は 30%前後のため、電話での勧奨が必要 

 都道県全体の取り組み 

   栃木県：初回精密検査に関わらず受診確認（宮崎県も） 

 総陽性

者 

HBV  

陽性数 

HCV  

陽性数 
受診数 

受診     

確認率 
同意数 同意率 

初回    

精密数 

初回精

密検査

率 

2015 191 134 57 ? ? 54 28% 33 17% 

2016 131 83 48 ? ? 48 37% 31 24% 

2017 151 94 57 94 62% 56 37% 27 18% 

2018 216 136 80 152 70% 128 59% 38 18% 

 

⑨職域肝炎ウイルス検査促進（協会けんぽ） 

 年率２％未満  

 宮城県は受検率は高い地域 



来年度より受検票が研究班 version へ 

  陽性者が拾い上げる可能性大 

  協会けんぽと連携を 

  

 

 

 



⑨その他

受検しないひと

必要性を感じない（陽性であるわけがない） 

陽性がばれたくない（職域では privacy の配慮が必要） 

受診しない陽性者：陽性と知りながら受診しない原因 

→医師に受診しないで良いと言われた

人に知られたくない

消えているかなと思って

症状がない・

検索してもが投薬の必要ないから（治療法がない）

複数回受検：多くは陰性者 

→陰性者への説明が今後は重要（下記参照）



Ｂ型肝炎ウイルス検査の受検者数の対20歳以上人口比
【平成27年度 特定感染症検査等事業・健康増進事業 都道府県別】

厚生労働省健康局 がん･疾病対策課肝炎対策推進室調べ（特定感染症検査等事業、健康増進事業報告より集計） 1
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岐阜県:
581施設

特定健診・がん検診時

初診料＋検査料

2

岐阜市：
360施設

保健センター3(土岐/坂祝町/御嵩町), 委託医療機関22, 集団26)

無料20：養老・垂井・神戸・安八・池田・美濃加茂(医療機関のみ) 、
美濃、郡上・坂祝・富加・七宗・八百津・白井・高山・飛騨・白川(集団のみ）
本巣・北方・関ヶ原・関（医療機関・集団）

有料：500～1500円(瑞穂市）岐阜(370か所 820円) 大垣(集団 500円）各務原市(65か所
500円)

42 市町村(全市町村で検診実施)

岐阜県：(8)
岐阜市：(１)

岐阜県



2010年以降の岐阜県の肝炎ウイルス検診（検査）数年次推移(HBV)
～健康増進事業が95%・2016年検査数低下も再度上昇・陽性率0.5%～

5歳毎に非受検者に個別勧奨
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2010年以降の岐阜県の肝炎ウイルス検診（検査）数年次推移(HCV)
～HCV陽性率は低率・年間30名程度も停滞傾向～
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全国の肝炎ウイル検診・検査数・陽性率と
岐阜県の比較
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図１ Ｂ型肝炎ウイルス感染者率の推移
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図２ Ｃ型肝炎ウイルス感染者率の推移
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是永班コア会議資料より



0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

岐阜県5万人以上の検査数(HBV)→H29上昇は関市？
岐阜・大垣市・多治見・羽島では検査促進が重要



2010 77 87 48 0 212 3 1.42% 5 2.36%

2011 75 59 67 0 201 1 0.50% 2 1.00%

2012 62 54 66 0 182 4 2.20% 1 0.55%

2013 37 75 93 0 205 8 3.90% 2 0.98%

2014 50 288 86 0 424 5 1.18% 8 1.89%

2015 101 187 85 0 373 6 1.61% 2 0.54%

2016 142 164 77 0 383 5 1.31% 6 1.57%

2017 121 155 76 0 352 5 1.42% 3 0.85%

HBV
陽性率

HBV
陽性数

受検数
HBV
陽性率

岐阜市 保健所 委託 40歳
41歳
以上

HBV
陽性数

最も人口の多い岐阜市で肝炎ウイルス検査が進んでいない？



【以下　a 委託を行っている場合に記載】

ア　検査を受けられる委託医療機関数 箇所数 ３７０箇所

イ　無料・有料の別 a 1 無料

b 有料

自己負担額（単位：円）

a 1 フォローアップ同意者数

人数 ３６人（Ⅱ-１とⅡ-２の合計同意者数で、内訳は不明）

b 1 a(フォローアップ同意者数）のうち専門医療機関受診者数

人数 ３０人（Ⅱ-１とⅡ-２の合計同意者数で、内訳は不明）

カ　フォローアップ同意者数、
　　フォローアップ同意者のうち専門医療機関受診者数
（把握している場合に１を記入し、人数を記入）

岐阜市の特定感染検査事業（委託医療機関）の内容 H29

市医師会加入医療機関（365箇所）及び市医師会非加入医療機関（5箇所）

820円 特定検診に案内有

年齢等の記載なし

岐阜市の健康増進事業の内容 H29



岐阜市の肝炎ウイルス検査無料医療機関（370か所？）

市医師会加入医療機関(365箇所)及び市医師会非加入5か所→特定検診と同封
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